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第１ はじめに 

１ 計画策定の背景・目的等 

  計画策定の背景 

建築物は市民生活や社会活動の基盤であり，その安全性の確保は，健康で文化的な市民生

活を維持し，健全な社会活動を継続するうえで欠かせないものである。しかし，阪神・淡路

大震災における死者数の約９割が建築物等の倒壊によるものと言われていることから，その

安全性に対する社会的関心が高まる中で，平成１７年１１月に発生した耐震強度偽装事件を

はじめとする一連の事件により，建築物の安全性に対する信頼が改めて問われている。 

これらを背景として，建築物の安全確保に向けて平成１９年６月に建築基準法が大幅に改

正された。この法改正で，建築確認及び検査の厳格化，指定確認検査機関の業務の適切化，

構造計算審査のダブルチェックなど，建築確認・検査制度が抜本的に見直されるものとなり，

新築建築物をはじめとする建築物の安心安全対策のための新たな枠組みに対応した総合的な

対策や体制の整備が強く求められている。 

一方で，「本格的な少子高齢社会への移行」，「環境制約の一層の高まり」等を背景に，本格

的なストック重視型社会，持続可能な社会への転換が目前に迫っている。 

さらには，大阪市における個室ビデオ店火災事故（平成２０年１０月）や京都市における

エレベーター降下事故（平成２０年１２月）をはじめとし，吹付けアスベストの飛散問題や

各種のエレベーター・エスカレーター事故，外壁タイルの落下事故など，近年，建築物が関

係する事件・事故が多発していること等も考えると，既存建築物の安心安全対策が，まちづ

くり・すまいづくりを進めていくうえでの重要課題となっていると言える。 

これらの課題を解決するためには，市民の建築物の安全性確保に対する必要性の認識と責

任の自覚が不可欠であり，エンドユーザーとなる市民へ向けた対応も重要となる。同時に，

建築行政の実効性をさらに高めるだけではなく，建築物の生産流通から維持管理に関わる全

ての事業者等の取組が不可欠である。 
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  計画策定の目的等 

京都市では，全国に先駆けて新たな景観政策に取り組んでいるが，美しい景観を維持・継

承していくためには，いつまでも安心して住み続けられることがその基本になければならな

い。景観政策と建築物の安心安全対策は，本市のまちづくりにおいて両輪となるテーマであ

り，どちらか一方でも欠けると魅力ある都市の保全・再生・創造は難しい。 

また，地球環境の危機が叫ばれている昨今では，安全性を確保した長寿命の建築物をつく

り，維持していくことは，環境負荷を低減するという観点から非常に重要なことである。さ

らに，歴史都市である本市特有の問題として，袋路等の狭あい道路対策や危険建築物対策が，

都市防災上における喫緊の課題となっている。これまでも，行政や関係団体で緊急的な課題

等について対策を行ってきたが，より有効な対策の着実な実施に向けて，行政と関係団体が

一体となって現状を認識し，共通目標を持ち，早急に行動していく必要がある。 

このため，だれもが安心していきいきと暮らすことができ，充実した社会活動を展開でき

るまちの実現を目指して，市民・行政・関係団体等が共通認識を持って，新築建築物・既存

建築物の両方向からの建築物の安心安全対策を総合的・計画的に実施していくことを目的に，

その指針・アクションプランとなる，「京都市建築物安心安全実施計画」を策定する。 

そして，計画に基づく建築物の安心安全対策に係る取組を公民一体で進める体制整備を行

うとともに，計画の進行管理を的確に進めることにより，強力かつ総合的に，計画の推進を

図る。 

なお，本計画の期間は，平成２２年度から平成３１年度までの１０年間とするが，目標の

達成状況，社会経済情勢の変化及び施策の効果に対する評価を踏まえ，平成２６年度に計画

を見直し，計画の継続的な改善を図ることとする。 
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第２ 京都市における建築物の安心安全に関する現状と課題 

１ 各種統計データに基づく問題点 

  建築確認検査に関する状況 

 安全性の担保がない新築建築物の発生 ～ 低い検査済証交付率         

ア 政令指定都市別検査済証交付率の推移 

建築物の検査済証交付率の全国平均は，７割程度となっている（平成１８年度）。 

京都市は平成１４年度以降，政令指定都市の中でも最低レベルである。 

なお，平成１９年度の確認済証交付件数は建築基準法改正等により著しく減少している

ため，参考とはならない。（以下の分析及び検討は，平成１８年度の数値で行っている。） 

【 検査済証交付率他都市比較［年度集計］ 】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 資料：政令指定都市別の建築基準法違反統計 
※ 検査済証交付率［年度集計］：当該年度の確認済証交付件数に対
する，当該年度の検査済証交付件数の割合 

  平 成 １ ４ 年 度 平 成 １ ５ 年 度 平 成 １ ６ 年 度 平 成 １ ７ 年 度 平 成 １ ８ 年 度 平 成 １ ９ 年 度

全 国 62.0% 64.5% 67.2% 69.7% 71.3% 79.2% 

札 幌 市 66.6% 68.7% 73.3% 71.8% 69.9% 73.6% 

仙 台 市 76.9% 74.8% 77.7% 76.0% 81.8% 83.2% 

さ い た ま 市  58.7% 64.7% 67.2% 65.2% 83.6% 

千 葉 市 63.6% 66.6% 59.7% 67.6% 69.9% 76.7% 

東 京 都 51.7% 56.7% 62.3% 65.2% 59.1% 76.9% 

横 浜 市 72.2% 73.5% 76.5% 79.8% 77.8% 81.9% 

川 崎 市 70.6% 68.7% 70.2% 77.1% 78.8% 82.8% 

新 潟 市      86.2% 

静 岡 市   71.2% 78.0% 84.7% 87.9% 

浜 松 市      94.4% 

名 古 屋 市 83.9% 81.5% 85.0% 84.6% 90.1% 96.0% 

大 阪 市 46.6% 56.6% 65.4% 68.6% 69.7% 83.0% 

堺 市    85.4% 89.2% 91.0% 

神 戸 市 63.1% 74.0% 81.0% 76.4% 84.7% 100.6% 

広 島 市 74.2% 72.7% 78.7% 77.4% 80.9% 83.9% 

北 九 州 市 69.1% 68.9% 70.8% 71.0% 75.4% 83.7% 

福 岡 市 60.8% 65.4% 68.8% 71.6% 77.6% 88.9% 

京 都 市 40.5% 47.1% 54.1% 56.1% 63.3% 78.6% 
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イ 京都市における検査済証交付率 

 東山区など密集市街地が多い行政区における検査済証交付率が低い。            

検査済証交付率を行政区別に見ると，東山区の交付率が６５.１％と他の行政区に比べ

低い。 

 

【 行政区別検査済証交付率［追跡集計］（平成１８年度） 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
【行政区別検査済証交付率［追跡集計］の推移】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 資料：京都市建築行政データ 

※ 検査済証交付率［追跡集計］：当該年度に確認済証を交付した建築物全てについて検査済証交付
の有無を調査して求める，検査済証交付件数の割合 
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  定期報告に関する状況 

 他政令市に比べて少ない定期報告対象建築物数 ～ 防火対象物数に対する比率は１.２４％   

京都市内の特殊建築物に関する定期報告の報告率は約７６％である。用途別では，「旅館

又はホテル」の報告率が約６６％と低い。 

防火対象物数に対する定期報告対象建築物数の割合を他の政令指定都市と比較すると，

京都市はその比率が１.２４％であり，定期報告対象建築物数は極めて少ない。 

また，既存建築物の管理状況の捕捉が不十分であるため，その安全性の確認が進んでい

ない。 

【 特殊建築物等における定期報告対象数 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

※ 資料：京都市建築行政データ 

 
【 防火対象物数と定期報告対象数の比率 】 

 

※ 平成１９年３月調査 
※ 防火対象物：消防法施行令別表第１（１）項から（１６の３）項までに掲げる延べ面積１５０㎡以上のもの，及び

（１７）項から（２０）項までに掲げるもの 

※ 網掛けの自治体は，京都市と人口規模がほぼ同規模の自治体（法定人口約１００万人～約１９０万人）を示す 
※ 法定人口：国勢調査（平成１７年）による 

 
用途又は対象物 規模等 期間 指定 

件数 報告数 報告率 

劇場，映画館又は演芸場 延べ面積 
１,５００㎡以上 ３年に１回 ６ ６ １００  ％

観覧場，公会堂又は集会場 延べ面積 
１,５００㎡以上 

３年に１回 ９ ６ ６６.７％

病院，診療所，養老院又は児童福祉施設等 延べ面積 
１,５００㎡以上 

３年に１回 １３４ １１８ ８８.１％

旅館又はホテル 延べ面積 
１,０００㎡以上 

３年に１回 ２３６ １５５ ６５.７％

百貨店，マーケット，展示場， 
キャバレー，カフェー，バー，ナイトクラブ， 
舞踏場，遊技場，公衆浴場，待合，料理店， 
飲食店又は物品販売業を営む店舗 

延べ面積 
１,５００㎡以上 

３年に１回 １３４ １０６ ７９.１％

その他（対象外を除く複合用途） 延べ面積 
１,５００㎡以上 ３年に１回 ３１ ２４ ７７.４％

合計 ５５０ ４１５ ７５.５％

 
防火対象物数 

（A） ［棟］ 

定期報告対象数

（B） ［棟］

比率 

(B／A） 
防火対象物数の出典 法定人口［人］ 

札 幌 市 不明 ９,３４２ 不明  １,８８０,８６３

仙 台 市 ３７,５７０ ３,６１６ ９.６２％ ホームページ公表値 １,０２５,０９８

さ い た ま 市 ２４,２８８ ２,０６３ ８.４９％ 防火対象物実態等調査 １,１７６,３１４

千 葉 市 不明 １,０４９ 不明  ９２４,３１９

新 潟 市 ２２,０１０ ２,９６４ １３.４７％ 防火対象物実態等調査 ７８５,１３４

横 浜 市 ７９,７２３ １,５６９ １.９７％ 防火対象物実態等調査 ３,５７９,６２８

川 崎 市 ３７,９２４ ４４１ １.１６％ 消防年報 １,３２７,０１１

静 岡 市 不明 １,１３６ 不明  ７００,８８６

浜 松 市 ２８,４３６ ８１８ ２.８８％ 防火対象物実態等調査 ８０４,０３２

名 古 屋 市 ５３,０６２ １,５１０ ２.８５％ 防火対象物実態等調査 ２,２１５,０６２

大 阪 市 ９７,７３５ １２,６９９ １２.９９％ ホームページ公表値 ２,６２８,８１１

堺 市 不明 １,２１３ 不明  ８３０,９６６

神 戸 市 ４４,４９８ ５,４７０ １２.２９％ ホームページ公表値 １,５２５,３９３

広 島 市 ３４,５５５ １,０２０ ２.９５％ 消防年報 １,１５４,３９１

北 九 州 市 ３１,７３７ ４,１１７ １２.９７％ 消防年報 ９９３,５２５

福 岡 市 ５０,３４３ ８,８６０ １７.６０％ 防火対象物実態等調査 １,４０１,２７９

京 都 市 ４４,３２０ ５５０ １.２４％ 消防年報 １,４７４,８１１
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  違反建築物に関する状況 

ア 用途別違反指導件数の推移 

 違反指導件数は減少傾向にあるものの，平成１４年度からは横ばい           

違反指導件数は年々減少傾向だが，平成１４年度からは横ばい状態である。用途別では，

戸建住宅に関する違反が最も多い。 

 

【 用途別違反指導件数 】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 資料：京都市建築行政データ 

年度   用途 戸建住宅［件］［件］ 兼用住宅［件］［件］ 業務施設［件］［件］ 共同住宅［件］［件］ そ の 他［ 件］ ［件］ 総計［件］

平成 ８年度 ９８３ ２５ １８ ２８ ６３ １,１１７ 

平成 ９年度 ７７４ ３９ ２５ ２７ ６１ ９２６ 

平成１０年度 ７４５ ４８ １７ ２２ ２７ ８５９ 

平成１１年度 ５０９ ２４ １９ ２０ ６２ ６３４ 

平成１２年度 ３９８ ２０ ２９ １８ ４２ ５０７ 

平成１３年度 ２９８ ２１ ２６ １６ ６０ ４２１ 

平成１４年度 ２１６ １７ ２７ １６ ４７ ３２３ 

平成１５年度 ２７０ １３ ２７ １８ ２６ ３５４ 

平成１６年度 ２５６ １８ ４４ １３ ２４ ３５５ 

平成１７年度 ２８３ ２０ ４０ １２ ３０ ３８５ 

平成１８年度 ２７９ １４ ７０ １６ ２８ ４０７ 
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イ 行政区別違反指導件数の推移 

 右京区・西京区・伏見区等の郊外における違反指導が増加傾向             

行政区別の違反指導件数は，右京区，西京区，伏見区といった郊外で増えている。 

 

【 行政区別違反指導件数 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 資料：京都市建築行政データ 

 

 

ウ 違反事項別違反指導件数の推移 

 木造密集地域が多いため，建ぺい率・道路関係・容積率・高さに関する違反指導

が多い    

違反事項別の指導内容を見ると，手続に関すること，建ぺい率，道路関係，容積率，高

さといった項目が上位を占める。 

 

【 違反事項別違反指導件数 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ 資料：京都市建築行政データ 

※ １の指導案件に複数の違反事項が該当する場合は，それぞれ計上しているため，違反指導総数とは符合しない。 
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エ 違反事項の行政区別比較 

違反事項を行政区別で見ると，中京区，東山区，下京区では道路に関する事項，左京区

では容積率に関する事項が多い。 
 
 

【 違反事項の行政区別比較 】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 資料：京都市建築行政データ（平成８年度から平成１８年度までの合計値） 
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  耐震改修に関する状況 

ア 住宅の建築時期別構成 

 全国に比べて建築時期の古い木造住宅が多い。                   

京都市にある木造住宅の建築時期は，昭和２４年以前（建築基準法施行以前）のもの

が１２.６％と全国平均（６.１％）のおよそ２倍で，築年数の古い木造住宅が際立って

多いと言える。 
【 住宅の建築時期構成 】 

（京都市）                   （全国） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

※ 資料：「住宅・土地統計調査」（平成２０年） 

イ 住宅の耐震化率 

 耐震性が不足した建築物が市内に数多く残り，防災上の問題が大きい（特に木造住宅）  

京都市全体における住宅の耐震化率は６９.３％だが，木造住宅に限定すると    

５１.０％と低い。 

上京区，東山区，下京区の木造住宅では耐震化率が４０％を下回っており，中心部の

木造住宅の耐震化が進んでいないと言える。 

【 行政区別建築物耐震化率 】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 資料：「京都市建築物耐震改修促進計画」（平成１９年７月） 
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ウ 特定建築物の耐震化率 

 地震時に防災活動拠点となる庁舎・病院・学校等の耐震化率が低い。         

京都市における特定建築物の耐震化率は８２.１％と住宅に比べ高いが，庁舎・病院・

学校・体育館等の「地震時に防災活動拠点となる施設」の用途では耐震化率は７０.３％

と，耐震化が進んでいない。 

【 用途別建築物耐震化率 】 

昭和５６年５月以前の建築物（棟） 
施設区分 総数（棟） 

 耐震性なし 耐震性あり

昭和５６年 

６月以降の 

建築物（棟）

耐震化率 

地震時に防災

活動の拠点と

なる建築物 

庁舎，病院， 

学校，体育館等 
４３８ ２０２ １３０ ７２ ２３６ ７０.３％

災害時の要配

慮者が利用す

る建築物 

社会福祉施設， 

児童福祉施設， 

幼稚園等 

２７８ １０６ ６５ ４１ １７２ ７６.６％

不特定多数の

ものが利用す

る建築物 

劇場， 

物販店舗， 

運動施設等 

１,６７０ ６５２ ３６７ ２８５ １,０１８ ７８.０％

特定多数のも

のが利用する

建築物 

事務所，工場， 

賃貸共同住宅等 
３,５７８ １,０６７ ５２０ ５４７ ２,５１１ ８５.５％

その他 

緊急輸送道路や 

避難路等の沿道

の建築物等 

１,１３０ ３７１ １８７ １８４ ７５９ ８３.５％

合計 ７,０９４ ２,３９８ １,２６９ １,１２９ ４,６９６ ８２.１％

※ 資料：「京都市建築物耐震改修促進計画」（平成１９年７月） 

 

  細街路に関する状況 

 細街路に面する建築物が多く，避難や防火上の問題が大きい。            

京都市の都心４区における細街路に面する住宅数は合計で約４万件にもなり，住宅総数に

対する割合では上京区，中京区，下京区ではおよそ２割，東山区では４割になる。 

また，地震時には建築物により細街路が閉塞される可能性（細街路の閉塞率）は９５.７％

（密集住宅地における耐震改修の推進に向けて（国土交通省住宅局）から）と言われている。 

【 細街路に面する住宅の割合 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※ 資料：「歴史都市の美しい細街路の維持・保全のための調査研究報告書」（平成１９年３月） 
※ 資料：「住宅・土地統計調査」（平成２０年） 
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  建築物が関係する事件・事故の状況 

 全国的に建築物が関係する事件・事故が多発しており，社会問題となっている       

近年，建築物が関係する様々な事件・事故が全国的に多発している。 

 

ア 主な偽装事件等 

耐震強度偽装事件 平成１７年１１月 建築士による耐震強度偽装が発覚 
バリアフリー違反事

件 
平成１８年１月 横浜市内のホテルで，完了検査合格後にバリア

フリー対応の施設を撤去していたことが発覚 
耐火建材偽装事件 平成１９年１０月 耐火建材メーカーが，建材の準耐火性能試験等

で不正をしながら合格し，大臣認定を受けてき

たことが判明 
 

イ 主な既存建築物の事件・事故 

窓ガラスの飛散事故 平成１７年３月 
福岡県西方沖地震の際に，ビルの窓ガラスが道

路に大量に飛散 

平成１７年６月 
東京都中央区のビルで外壁が落下し，負傷者２

名 
外壁タイル等の落下

事故 
平成１９年８月 京都市右京区の事務所ビルで外壁が落下 

吹付けアスベストに

よる健康被害 
平成１７年夏 

アスベスト取扱企業の従業員等にアスベストに

よる健康被害が発生し，大きな社会問題に発展

大規模空間の天井崩

落事故 
平成１７年８月 

宮城県沖地震の際に，スポーツ施設の天井が崩

落し，負傷者多数 

広告板の落下事故 平成１９年６月 
東京都新宿区の雑居ビルにおいて広告板が落下

し，負傷者２名 

平成１９年１月 
宝塚市のカラオケボックスで火災が発生し，死

者３名，負傷者５名 
個室ビデオ店・カラ

オケボックス火災事

故 平成２０年１０月 
大阪市浪速区の個室ビデオ店で火災が発生し，

死者１６名，負傷者９名 
 

ウ 主なエレベーター等の建築設備の事件・事故 

エレベーターにおけ

る死亡事故 
平成１８年６月 

東京都内の共同住宅でエレベーターが異常作動

（死亡事故） 
エレベーターかごの

異常降下事故 
平成１９年９月 

堺市内のゲームセンターでエレベーターのかご

が異常降下 
エスカレーター保護

板事故 
平成１９年１０月 

平塚市内の物品店舗のエスカレーターで小学生

が手すりと交差部の保護板に挟まれる 
エスカレーター異常

運転 
平成２０年８月 

東京都内の展示場のエスカレーターが異常運転

（急停止）し，多数の利用者が転倒 
エレベーターかごの

異常降下事故 
平成２０年１２月 

京都市内の共同住宅でエレベーターのかごが異

常降下（重傷事故） 
エレベーターかごの

異常降下事故 
平成２１年６月 

神戸市営住宅でエレベーターかごが異常作動 
（重傷事故） 
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２ 現行の施策 

  新築建築物に対する主要な現行施策 

 多様な団体の連携による検査済証交付率向上策の強化が求められる。          

新築建築物に対する現行の施策には，パトロールの実施や，関係機関との連携の場として

の会議等の開催，参画がある。 

 

施策・取組等の名称 

及び開始時期 
概要 補足事項等 

京都市違反建築防止

推進会議 
 
 
平成４年４月～ 

違反建築を防止し，良好な市街地環

境の形成寄与を目的に発足 
四分科会活動（警察，建設関連，指

定確認検査機関，水道・ガス・電気事

業者等）を通した相互協力（５回／年）

平成２０年度からは指定確

認検査機関が参画 

建築物の中間パトロ

ールの実施 
平成１１年１１月～ 

平成１８年１１月 

中間検査を受けていない建築物の

パトロール（２回／月） 
中間検査受検率が平成１８

年度に９０％を超えたことを

受けて，建築物の完了パトロー

ルへ移行 
完了検査の受検案内 
 
平成１５年１１月～ 

中間検査に合格した木造住宅（建売

住宅を除く）の建築主に対し，完了検

査の受検案内文書を郵送 

 

建築物の完了パトロ

ールの実施 
平成１８年１１月～ 

特殊建築物を除く中間検査対象建

築物についてパトロールを実施 
（２回／月） 

 

建築パトロールの実

施 
 
昭和４７年１０月～ 

違反建築防止週間に合わせて行わ

れる一斉公開建築パトロール 
（１回／年） 

昭和４７年１０月に建設省

（当時）の提唱により「一斉公

開建築パトロール」が実施さ

れ，京都市も参画 
建築パトロールの実

施（京都市独自） 
 
 
 
平成７年～ 

京都市独自の建築パトロール 
（２回／年） 

平成７年度から建築指導部

各課合同による建築パトロー

ルを実施 
（昭和４４年７月から毎月

１回建築指導部各課合同建築

パトロールを実施，昭和４５年

からは常時パトロールに変更）

京都府建築物安全・

安心推進会議への参

画 
平成１１年１０月～ 

京都府，京都市，宇治市等の京都府

下の建築関連機関，団体で構成 
 

違反建築防止啓発リ

ーフレットの作成，

配布 
平成４年１０月～ 

違反建築防止週間にあわせて啓発

リーフレットを配布 
京都市違反建築防止推進会

議の設立に伴いリーフレット

作成を開始し，啓発を実施 

京都市・指定確認検

査機関連絡会議 
京都市・指定確認検

査機関実務担当者会

議 

京都市を業務エリアとする指定確

認検査機関の担当者が一同に会し，建

築確認，中間・完了検査における情報

交換，問題の解決等について議論 

平成２１年１２月末現在

２６機関 
 概ね月１回程度，連絡会議又

は実務担当者会議のいずれか

を開催 
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  既存建築物に対する主要な現行施策 

 定期報告制度の拡大・活用による既存違反建築物に対する指導業務の強化が求められる   

定期報告制度による特殊建築物を対象とした維持管理状況の把握，消防部局との連携によ

る防災査察の定期的実施，各種対策・制度の運用を行っている。 

 

施策・取組等の名称 

及び開始時期 
概要 補足事項等 

定期報告制度 特殊建築物を対象（用途，床面積に

より対象設定）として，建築物の所有

者又は管理者から，敷地，構造，防火，

避難及び衛生について，定期的（用途

別に３年毎）に報告を求める制度 

 

建築物防災査察 毎年，春と秋の建築物防災週間にあ

わせ，都市計画局及び消防部局職員が

合同で実施 

 

京都府防火安全対策

連絡協議会 
 
平成１４年１１月～ 

京都府下の関係行政機関（京都府，

京都市，京都府警，京都府消防長会，

宇治市都市整備部建築指導課など）に

よる連携強化策の検討 

 

被災建築物の応急危

険度判定制度の運用 
地震被災建築物応急危険度判定士

の養成，応急危険度判定協議会への参

画（京都府，近畿，全国）等を実施 

京都市内における地震被災

建築物応急危険度判定士登録

数：７８４名（平成２１年５月

現在） 
新潟県中越沖地震（平成１９

年７月）の際には，判定士であ

る本市職員を７名を派遣 
建築物防災計画の審

査 
 
 
昭和５８年度～ 

建築物の計画で，建築物の各部の構

造・設備（ハード面）及び維持管理（ソ

フト面）のそれぞれで安全確保がされ

ていることを審査 

 

危険建築物の指導

（保安上危険な建築

物等に対する措置） 

家屋の倒壊による道路や隣接する

敷地への危険性の高まりから，所有者

等に対して，保安上の危険な状態の改

善を行うよう指導 

空き家も多く，改善指導を行

うことができない案件も存在 

狭あい道路整備事業 
 
 
 
 
 
平成１９年度～ 

狭あい道路における安心安全確保

の観点から，喫緊の課題である拡幅整

備を３年間のモデル事業（東山区）と

して実施 
敷地後退にかかる舗装経費の助成，

重点区域（六原学区）における違反指

導や障害物の撤去指導，自治会を通じ

た周知活動の実施 

平成１９年７月から補助事

業開始 
平成２０年７月からアンケ

ート調査実施 
 

事件・事故対策 
  

建築物に関する事件・事故を未然に

防ぎ，適切な建築物の維持保全を目指

した，調査・指導の実施 

個室ビデオ店等火災，アスベ

スト飛散防止対策，外壁落下防

止対策，エレベーター事故対策

等 
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  その他（耐震対策など）主要な関連施策 

京都市建築物耐震改修促進計画に基づき，京町家耐震診断士の育成・派遣に関する事業，

耐震改修に係る費用助成等を実施している。 

 

施策・取組等の名称 
及び開始時期 概要 補足事項等 

京都市建築物耐震改

修促進計画 
 
 
 
 
 
 
平成１９年７月～ 

耐震改修促進法の改正施行（平成

１８年１月）に伴い，建築物の耐震化

を計画的かつ効果的に推進し，地震災

害に強い都市づくりを進める。（計画

期間：平成２７年度末までの１０年

間） 
市内の建築物の耐震化の現状分析

と，耐震化率の目指す指標の設定及び

対応する施策の策定。 

耐震化率（現状）住宅約７

０％，特定建築物約８３％，市

有建築物約６８％ 
 耐震化率（目標）全ての用途

で９０％以上 
建築物の耐震診断に基づき，

現行の耐震基準を満たすよう

な耐震改修の計画について，認

定を実施。 
木造住宅耐震診断士

派遣事業 
 
平成８年１０月～ 

耐震診断を希望する木造住宅所有

者へ木造住宅耐震診断士の派遣を実

施し，木造住宅の耐震化の普及，促進

木造住宅派遣耐震診断士の

登録者数：６２名（平成２１年

１２月末現在） 

木造住宅耐震改修助

成事業 
 
 
平成１６年９月～ 

耐震診断（「木造住宅の耐震診断と

補強方法（（財）日本建築防災協会発

行）」による一般診断又は精密診断）

の結果を踏まえて実施する，木造住宅

の耐震改修工事に対する助成 

補助率：改修工事費と改修設計

費の１／２ 
補助限度額：６０万円／戸 

京町家耐震診断士派

遣事業 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
平成１９年９月～ 

耐震診断を希望する京町家所有者

へ京町家派遣耐震診断士の派遣を実

施し，伝統的な町並みを保全しながら

地震に対する安全性の向上を促進 

「京町家の限界耐力計算に

よる耐震設計および耐震診

断・耐震改修指針（京都市都市

計画局発行）」に基づき，京町

家派遣耐震診断士２名（構造診

断士及び現地調査診断士）１組

で耐震診断を実施 
京町家派遣耐震診断士の登

録者数：構造診断士５６名，現

地調査診断士５０名（平成２１

年１２月末現在） 
京町家等耐震改修助

成事業 
  
 
 
平成１９年９月～ 

「京町家の限界耐力計算による耐

震設計および耐震診断・耐震改修指

針」等による耐震診断の結果を踏まえ

た，景観重要建造物や景観地区等に立

地する京町家等の耐震改修工事に対

する助成 

補助率：改修工事費の１／２ 
補助限度額：景観重要建造物 

⇒１３０万円／戸 
  その他の京町家 

⇒９０万円／戸 

高齢者等の木造住宅

簡易耐震改修等助成

事業 
 
平成２０年６月～ 

耐震診断の結果を踏まえ，簡易耐震

改修等により，応急的に地震に対する

安全性を確保しようとする高齢者等

の世帯に対する助成 

補助率：改修工事費と改修設計

費の１／２ 
補助限度額：３０万円／戸 

分譲マンション耐震

診断助成事業 
 
平成１９年９月～ 

分譲マンション・特定建築物の耐震

診断費用の一部を助成し，耐震化の普

及・促進 

補助率：診断に要した経費の

２／３ 
補助限度額：２万円／戸 

１棟１００万円以内 
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施策・取組等の名称 
及び開始時期 概要 補足事項等 

特定建築物耐震診断

助成事業 
 
平成２０年６月～ 

特定建築物の耐震診断費用の一部

を助成し，耐震化の普及，促進 
補助率：診断に要した経費の

２／３ 
補助限度額：１棟１００万円以内

市民に対する建築・

住宅分野における総

合的な相談窓口 

建築相談の実施 京都市すまい体験館で｢すま

いよろず相談｣を開設し，木造

住宅の耐震改修等の総合的な

相談を実施 
京町家に関する相談を，京都

市景観・まちづくりセンターで

実施 
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３ 課題の整理 

  新築建築物における課題 

安全性の担保がない新築建築物の発生，中間検査後･完了検査直後の違反行為 

 

 

 

 

 

【現状】 

平成１４年以降，京都市における検査済証交付率は，政令指定都市の中でも最低レベル（平

成１８年度で６３.３％）にある。特に東山区などの密集市街地における交付率が低い。 

毎年一定数以上の違反指導を実施しているが，検査済証交付率の低さが違反建築物を生み

出す土壌ともなっている。 

これまでも，行政主体でこの課題に取り組んでいるが，十分な効果が出ていない。 

【主な現行施策】 

完了パトロールの実施，完了検査の受検案内，関係団体との連絡会議の開催など 

【主な原因】 

○ 建築主や事業者に，検査済証の意義や必要性に対する認識が共有化されていない。 

○ 検査未受検でも売買が成立する，検査済証の交付を受けなくても建築物の使用ができ

るなどの実情がある。 

○ 検査済証と金融機関における融資，エネルギー利用（電気，ガス，水道等），登記は，

趣旨や目的が異なるため必ずしも連動したものとなっていない。 

○ 設計者や施工者によっては，建築主が行おうとする違反行為について厳格な対応がで

きていないところがある。 

○ 工事監理が徹底されていない。 

○ 都市構造上の制約により敷地が狭く，接道条件や敷地条件（建築主が希望する規模の

建築物が敷地の制約により建築できない等）を満たすことができない。 

【課題】 

○ 検査の必要性が建築主等に十分に認識されていない。 

○ 検査済証交付率が低く，建築物における安全性が十分に確認されないまま使用されて

いる建築物が多数存在している。 

○ 中間検査や完了検査の直後に，当初の確認申請と異なる構造，用途，規模の工事をす

ることで違反状態となり，安全性等の確保ができないケースがある。 

○ 検査済証交付後の違反は，検査により確認された安全性を損なわせる。 

【課題の解決に向けて】 

京都市の都市構造上，接道条件を満足しない敷地や狭小な敷地が多いことが遠因ではある

が，それ以上に完了検査の必要性や意義が知られておらず，そのことにより，建築物の安全

性が損なわれ，違反建築物が生み出されている。 

今後は，パトロール活動の強化・重点化，建築主への検査合格時の検査済プレートの配布

等の啓発活動といった行政主体の活動強化だけでなく，指定確認検査機関，建築関係団体，

不動産流通団体，金融機関，電気・ガス・水道等のエネルギー関係機関など，建築物の生産，

流通に関わる多様な機関との連携による検査済証交付率向上策の強化を図っていくことが

重要である。 

新築建築物の安全性は，完了検査等により確認される。しかし，京都市では検査済

証の交付率が低く（政令指定都市の中で最低レベル），安全性が十分に確認されないま

ま使用されている建築物が多数存在している。これは違反建築物の発生につながると

ともに，建築物の安心安全，ひいては人命の保護という点でも問題である。 
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  既存建築物における課題 

ア 既存違反建築物の発生 

 
 

 

 

 

 

【現状】 

既存違反建築物の動向を示す正確なデータはない。新築時から違反建築物であったも

ののほか，無資格者が行う増築，改築，用途変更等により，違反建築物となることが多

く存在するとみられる。 

【主な現行施策】 

消防部局と連携した防災査察の実施，違反建築防止リーフレットの作成，配布による

普及啓発，関係団体との連絡会議の開催など 

【主な原因】 

○ 定期報告対象建築物数が極めて少ない。 

○ 定期報告制度が活用しきれていない。 

○ 歴史都市・京都は戦災をほとんど受けておらず，古い建築物が多い。 

○ 建築物の増築，用途変更等について，有資格者による建築基準法による申請，検

査の必要性の認識が不足している。 

○ 費用，規模，法令上の制約（既存建築物に対する現行法令の遡及適用の問題等）

により，違法な増築，用途変更等を行ってしまう。 

【課題】 

○ 既存違反建築物の現状把握ができていない。 

○ 増築，用途変更等が原因で違反建築物となったものは，安全性の確認がされない

まま使用されている。 

○ 既存建築物では違反の把握が難しく，また，対策も難しい。 

【課題の解決に向けて】 

違反の未然予防に加え，既存違反建築物の是正指導による適法化を進め，その後も日

常の適切な維持管理の推進を図ることで，良質な既存建築物としてその建築物を後世に

残すことが可能となる。 

今後は，違反の未然予防や既存建築物の状況を捕捉するための制度整備，これに基づ

く重点パトロールの実施，関係団体との一層の連携等の既存違反建築物に対する指導強

化が求められる。 

既存建築物では，違反の把握や使用しながらの中の対策が難しいことから，十分に違

反指導ができているとはいえない。このため，違反の未然予防に加え，既存違反建築物

の適法化を図ることで，既存建築物の安全性を確保する必要がある。 

また，京都市は歴史都市としての特性により古い建築物が多いことから見ても，既存

建築物対策は重要課題である。 
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イ 建築物の状態の未把握，不適切な維持管理 

 
 
 

 

【現状】 

定期報告制度は既存建築物の状態を把握する有効な手段だが，京都市が対象としてい

る建築物数は極めて少なく（５５０件），管理状態が十分に把握できていないものが多

い。また，把握できた情報についても，他の施策に十分に活用できている状況ではない。 

【主な現行施策】 

定期報告制度，建築物防災査察など 

【主な原因】 

○ 定期報告対象建築物数が極めて少ない。 

○ 建築物の現状や安全性について十分に認識されていない。 

○ 定期報告書の記載内容が適切でない場合がある。 

【課題】 

○ 既存建築物の状態が把握されず，適切な維持管理がされていない。 

○ 定期報告の情報が，他の施策に十分に活用されていない。 

【課題の解決に向けて】 

既存建築物の状態を把握し安全性を担保するものとして，定期報告制度がある。国土

交通省でも既存建築物の安全性向上のため平成２０年４月に定期報告制度が見直され，

調査や検査の項目，方法，判定基準等が法令上明確になった。 

しかし，京都市では定期報告対象建築物数が極めて少なく，既存建築物の状況を把握

できていないものが多い。また，定期報告対象建築物以外の建築物では，建築物が定期

的に検査されることもほとんどないため，建築物の現状や安全性についての認識がされ

ることも少なく，中には建築物が適切に維持管理されていないものもある。 

今後は，定期報告制度の着実な展開と，定期報告対象建築物の見直しを行うことで，

既存建築物の安全性をさらに向上させていくことが求められる。 

既存建築物では，建築物の状況を適切に把握し，適切な維持管理を行うことが重要で

ある。このため，定期報告制度を有効に活用することで，建築物の状態の把握，適切な

維持管理を行い，既存建築物の安全性を確保する必要がある。 
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ウ 建築物が関係する様々な事件・事故の発生 

 

 

 

 

 

【現状】 

近年，建築物が関係する事件・事故が，多発しており，社会問題化している。 

【主な現行施策】 

事件・事故対策，建築物防災査察など 

【主な原因】 

○ 定期報告対象建築物以外の建築物の安全状態を把握する手段が乏しい。 

○ 定期報告制度が活用できていない。 

○ 費用，規模，法令上の制約（既存建築物に対する現行法令の遡及適用の問題等）

により，老朽化した建築物の建て替えが進みにくい。 

【課題】 

○ 建築物の適切な維持管理がされていない。 

○ 実効性のある継続的なフォローアップ調査が実施できていない。 

【課題の解決に向けて】 

新築建築物に対する事件（耐震強度偽装事件等）については，建築基準法が改正され

るなど，既に全国レベルでの対策がとられている。 

しかし，既存建築物に対する事件・事故（個室ビデオ店火災，吹付けアスベスト問題，

外壁落下事故，エレベーター事故等）については，抜本的な対策が確立されておらず，

事件・事故に起因する大災害が発生する可能性もある。今後は，同様の事故を未然に防

ぐため，既存建築物の状況把握を強化し，維持管理の重要性について普及啓発を行うこ

とが求められる。 

近年，建築物が関係する事件・事故（耐震強度偽装事件，個室ビデオ店火災，吹付

けアスベスト問題，外壁落下事故，エレベーター事故等）が多発しており，社会問題

となっている。建築物の安全性を確保することが，建築物単体だけでなく，地域の安

全性を確保することとなる。 
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エ 耐震診断・耐震改修の遅れ 

 

 

 

 

【現状】 

京都市内には，耐震性が不足した戦前からの木造建築物が数多く残っている（昭和  

２４年以前に建築されたものが１２.６％あり，全国平均のおよそ２倍の割合。）。 

【主な現行施策】 

木造住宅耐震診断士の育成，派遣に関する事業，耐震診断及び耐震改修に係る費用助成

など 

【主な原因】 

○ 耐震診断・耐震改修の必要性が認識されていない。 

○ 歴史都市・京都は戦災をほとんど受けておらず，古い建築物が多い。 

○ 耐震改修の費用負担が大きい。 

【課題】 

○ 耐震診断・耐震改修がなかなか進まない。 

○ 災害発生時に大きな被害が予想される。 

【課題の解決に向けて】 

耐震診断・耐震改修は，平成１９年７月に策定した「京都市建築物耐震改修促進計画」

に基づき，着実に実行していく必要がある。 

京都市は戦災を受けていないことから，耐震性が不足した戦前からの建築物が数多

く残っている。これらの建築物の安全性を確保することが，建築物単体のみならず地

域全体の安全性を確保することとなる。このため，「京都市建築物耐震改修促進計画」

に基づき，耐震診断・耐震改修等を推進する必要がある。 
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オ 老朽建築物や危険建築物の増加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現状】 

適切に活用されていない戦前からの建築物の中には，維持管理が十分でないため老朽

化が進み，屋根瓦の落下や家屋自体の倒壊の恐れがあるなどの危険な状態に至るものが

多く存在する。所有者等の特定が困難なものもあり，維持管理がされないまま放置され

てしまうものもかなり存在している。 

【主な現行施策】 

老朽危険建築物の指導など 

【主な原因】 

○ 所有者が亡くなるなどの原因で放置され，維持管理が行われていない。 

○ 所有者が高齢であるなどで，適切な維持管理ができない。 

○ 歴史都市・京都は戦災をほとんど受けておらず，古い建築物が多い。 

○ 老朽建築物を適法に再生・活用するには，法令上の制約（既存建築物に対する現

行法令の遡及適用の問題等）がある。 

【課題】 

○ 既存建築物が適切に維持管理されないことから，老朽化が進行してしまう。 

○ 老朽木造建築物の比率が高く，災害発生時等の大きな被害が予想される。 

○ 密集市街地において，火災や倒壊等の危険性が極めて高い建築物が存在する。 

○ 法令の遡及適用が障害となり，適切な更新が進みにくい。 

【課題の解決に向けて】 

空き家となるなどで，適切な維持管理が行われていない建築物では，老朽化から危険

建築物となる場合が少なくない。また，これらの建築物は細街路に面していることが多

いため，地震等の災害が起きた場合，避難上の危険性が高い状態にある。 

危険な状態となってしまった建築物については，危険の程度の判断を客観的に行い，

必要な指導を行わなければならないが，同時に危険建築物とならないような予防的な取

組を地域ぐるみで考えていく必要がある。また，年月を経た建築物でも，適切な維持管

理が行われていれば，良好な既存建築物として活用することが期待できる。 

しかし，用途変更や大規模な修繕等が伴う場合には現行法令へ適合させる必要があ

り，困難な状況がある。全国一律である建築基準法がこのような建築物の状態にそぐわ

ない一面もあるため，既存建築物の合理的な活用・保全に向けた法体系のあり方につい

て，「京町家に係る法規制の合理化に関する調査研究」等を通じ，研究を重ねていく必

要がある。 

京都市には戦災を受けていないことから，戦前からの建築物が数多く残っている。

その中には，維持管理が十分でないため危険な状態にあるものも多い。これらを放置

しておくと，防火や避難上の危険性が非常に高まることとなる。危険な状態のものに

対する指導と同時に，そうならないための予防的な取組を地域ぐるみで考え，既存建

築物の有効活用を図る必要がある。 

また，戦前からの木造建築物は京都らしさを構成する要素のひとつであり，その有

効活用が求められているが，用途変更や大規模な修繕等が伴う場合には法令の制約が

あり，困難な状況がある。 
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  都市全体に係るもの，その他安心安全を確保する仕組に係る課題 

ア 狭あい道路（細街路のうち，建築基準法第４２条第２項に規定されている

道路）における危険性 
 

 

 

 

 

【現状】 

京都市内には，狭あい道路が多く存在している。これらの道路は，災害時に建築物によ

り道路が閉塞される可能性が高い（細街路の閉塞率は９５．７％）と言われている。 

狭あい道路に面する建築物には，建て替え時に道路中心から２ｍの範囲の後退空間を確

保する必要があるが，遅々として整備が進んでいない。また，建築基準法では，道路中心

から２ｍの範囲の後退空間の確保を義務付けているが，道路形態における整備を義務付け

ておらず，建築物に付随しないもの（花壇等）の設置に関する規定がない。 

【主な現行施策】 

京都市狭あい道路整備事業，建築基準法第４２条第３項（水平距離）の指定など 

【主な原因】 

○ 都市構造上の制約により敷地が狭く，後退すると建築物の建て替えができない。 

○ 都市構造上，袋路等の細街路が多い。 

○ 建築主に道路後退の必要性は認識されているものの，自分の土地が取られるという

マイナスイメージが強い。 

○ 後退後の部分については，法令による位置付けがない。 

【課題】 

○ 後退空間の確保（道路の拡幅）が進んでいない。 

○ 災害時には避難や救助活動等に懸念がある。 

○ 後退空間が広がっても，法令により道路形態における整備を義務付けられていない

ので，安全性に対する問題がある（制度的な担保，機能としての担保）。 

【課題の解決に向けて】 

京都市では，都市構造上，狭あい道路が多く，都市防災において問題があるうえに，そ

れが違反建築物や危険建築物を生む原因のひとつともなっている。現行施策は，建築物を

更新する機会における制度であるため，道路の拡幅が飛躍的に進むものとはなっていな

い。 

また，狭あい道路問題は様々な課題に直結する問題でもある。今後は，モデル事業であ

る「京都市狭あい道路整備事業」の拡大等について検討を行い，面的，線的な安全性を確

保していく必要がある。 

また，「京町家に係る法規制の合理化に関する調査研究」等を通じて研究を重ね，建築

基準法第４２条第３項（水平距離）の機動的，積極的な活用の検討が必要である。 

狭あい道路は，避難や救助活動上に問題があり，災害発生時の安全性の確保に懸念が

ある。また，ほかの課題とも密接に関連している。狭あい道路対策を進めることは，建

築物単体のみならず地域全体の安全性を確保することとなる。 
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イ その他の細街路（細街路のうち，狭あい道路を除く道）における危険性 

 

 

 

 

 

【現状】 

京都市内には，狭あい道路（細街路のうち，建築基準法第４２条第２項に規定されて

いる道路）以外に，建築基準法上の道路に該当しない道（その他の細街路（細街路のう

ち，狭あい道路を除く道））が数多く残っている。これらの道は，災害時に建築物が道

を閉塞する可能性が狭あい道路以上に高い。 

【主な現行施策】 

建築基準法第４３条第１項ただし書の許可，建築基準法第８６条第２項（連担建築物

設計制度）など 

【主な原因】 

○ 法令による位置付けがない。 

【課題】 

○ 災害時には道の閉塞率が極めて高く，安全性の確保（避難や救助活動等）に懸念

がある。 

○ 私道である場合が多く，また，道としての機能の確保や道路形態における整備が

義務付けられていないため，将来にわたり安全性に対する担保がない。 

【課題の解決に向けて】 

京都市内に数多く残っているその他の細街路は，生活空間の一部であり，また，それ

が京都らしさの一つの要素でもある。しかし，細街路のうち幅員が１.８ｍに満たない

その他の細街路は，災害時には非常に危険であり，都市防災上問題がある。さらに，こ

れらの細街路に面している建築物は，基本的に再建築が認められず，老朽化した建築物

の更新が進みにくい。 

解決策として，建築基準法第４３条第１項ただし書の許可，建築基準法第４２条第１

項第５号（位置指定道路），建築基準法第８６条第２項（連担建築物設計制度）等を用

いて再建築することも可能な案件もあるが，担保性の確立等，実際の適用面や運用面に

おける課題がある。 

これらの細街路の課題等を解決することは非常に難しく，また，時間も必要とする。

しかし，他の様々な課題にも直結するものであるため，ねばり強く取り組む必要がある。 

今後は，現行法令の制度を総合的に活用していくとともに，法令等による位置付けや，

細街路に見合った建築規制，将来にわたる担保性等について検討を行うため，「京町家

に係る法規制の合理化に関する調査研究」等を通じて研究を重ね，法令改正の国家要望

等を行っていく必要がある。 

風情ある路地としての細街路は，京都らしさの一つの要素でもあるが，避難や救助

活動上に問題があり，災害発生時の安全性の確保に懸念がある。また，担保性がない

ため，街全体の安全性を確保するためにも対策を検討する必要がある。 
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ウ 建築物の安心安全を推進する体制の確立 

 

 

 

 

【現状】 

これまでも，新築建築物と既存建築物の両方の安心安全対策は，行政や関係団体が対

策を行っている。しかし，行政と関係団体が連携して取り組む推進体制が弱く，施策が

十分に効果を発揮できていない。 

【主な原因】 

○ 実現すべき目標，指標が不明確である。 

○ 行政と関係団体が連携して取り組む推進体制が弱い。 

【課題】 

○ 行政や関係団体における，単独の対策で解決できる問題ではない。 

【課題の解決に向けて】 

建築物の安心安全に関する施策を着実に実行するためには，行政単独の施策実施では

なく，施策内容に関連する多様な機関との連携が不可欠である。 

地域，各種事業者，関係機関が，建築物の安心安全に対して共通の課題・目標・指標

を持ち，施策の役割分担と連携を行い，施策を実行する必要がある。 

また，施策の進行管理では，計画の改善や合意形成や役割分担の見直しなどを円滑に

実施するため，連絡調整の場を設ける必要がある。 

 

建築物の安心安全確保のために，公民一体となって施策を着実に進める体制整備を

行う必要がある。また，明確な目標を掲げ，定期的に進ちょく状況を確認し，次の段

階へのフィードバックを行う必要がある。 
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第３ 建築物の安心安全の確保に向けた基本的な考え方 

１ 京都市における安心安全の確保に向けた基本的な考え方 

本市における様々な課題を解決するためには，効果的に施策を展開する必要がある。その施

策の目指すべきものを「施策目標」として整理し，京都らしい具体的な施策の実行を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

京都市における課題 

（第２ 京都市における建築物の安心安全に関する現状と課題） 
施策目標 

新築建築物に 

おける課題 

安全性の担保がない新築建築物の発生 

中間検査後・完了検査直後の違反行為 

 安全な新築建築物を

生み出す 

既存違反建築物の発生 

建築物の状況の未把握，不適切な維持管理

建築物が関係する様々な事件・事故の発生

耐震診断・耐震改修の遅れ 

既存建築物に 

おける課題 

老朽建築物や危険建築物の増加 

 既存建築物を安全な

ものにしていく 

狭あい道路における危険性 

その他の細街路における危険性 

都市全体に係

るもの，その他

安心安全を確

保する仕組に

係る課題 
建築物の安心安全を推進する体制の確立 

 施策を効果的に推進

するための環境を形

成する 

「歴史都市・京都の特性」（施策目標を実現するためのコンセプト） 

京都市の特性を踏まえた，建築物の安心安全確保のための具体的な施策の実行 
（第４ 京都市の特性を踏まえた，具体的な施策の考え方  第５ 施策目標を達成するための９の取組） 

あらゆる建築物の安全性を確保することにより， 
だれもが安心していきいきと暮らすことができ，充実した社会活動を展開できるまちを実現 
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２ 施策目標 

  安全な新築建築物を生み出す 

建築物の新築時は，建築物のライフサイクルにおける入口となる部分である。 
この時点で検査済証が取得されず，安全性が十分に確認されないまま建築物が使用されて

いるということは，ライフサイクルの中における最低限の安全性を確保することができない

ということであり，人命の保護という点でも問題である。また，検査済証交付率の低さは，

違反建築物の発生にもつながっている。 
そのため，新築される建築物の安全性を確保するとともに，違反建築物の発生を防ぐこと

で，安全な建築物を生み出すことを目標とする。 
 
 

  既存建築物を安全なものにしていく 

建築物を使用している状態は，建築物のライフサイクルの中で，最も長い時間，人命と密

接に関連している状態である。 
新築時に安全性が確認されていても，増築，改築，用途変更等の際に違反を行えば，安全

性の担保がされないこととなる（既存違反建築物）。建築物の適切な維持管理を怠れば，安全

性が確保されないだけでなく，社会問題化している事件・事故の原因ともなり，また，老朽

化に起因する危険度も高くなる。そのほか，既存不適格建築物では，現行法令への適合を推

進し，さらなる安全性の確保を図っていくことが重要である。 
そのため，既存違反建築物の適法化を促すとともに，老朽建築物への維持管理指導，定期

報告制度を活用する建築物の適切な維持管理と現行法令への適合の推進により，既存建築物

の安全性を確保することを目標とする。 
 

 

  施策を効果的に推進するための環境を形成する 

各施策を効果的に実行するためには，施策を推進していくための体制整備が必要であり，

市民と共に安心安全を進めていくモデルエリアの設定，既存法制度の枠を超えたものに対す

る法制度研究，そして施策の進行管理が重要となる。 
そのため，施策を効果的に推進するための環境を形成し，新築建築物，既存建築物双方の

施策効果を向上させることを目標とする。 
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３ 施策目標を実現するためのコンセプト 

「歴史都市・京都」という特性を踏まえつつ，施策展開を行う際に求められる，留意すべき

事項，求められる基本的姿勢を，７のコンセプトとして提示する。 

 

  メリハリのある施策展開 

施策の展開に当たっては，優先順位と費用対効果も考慮し，波及効果の大きいものから着

手することが必要である。悪質な違反等に対しては断固とした措置を講じることができるよ

う，制度の強化や，指導対象の重点化・絞り込みなどを的確に展開する。 

 

  きめ細やかなＰＲ 

建築物の安心安全を確保するためには，市民や事業者等に対し，安心安全を確保するため

の建築基準法等の法律や各種情報をＰＲし，意識啓発を図ることが重要である。必要な情報

提供をきめ細やかに，かつ，的確に行うことで，建築物の安心安全への関心を高める。 

 

  関係者の協働 

計画策定の段階から，市民，事業者，行政で連携を強化し，課題を共有し，必要な施策を

議論することで，実効性のある計画とすることができる。また，実際の施策の実行に際し，

関係者が連携して協働することで，効果的な施策の実行が可能である。 

 

  コミュニティの視点 

京都市ならではの「地域コミュニティ」の力に着目し，地域単位における安心安全確保の

取組を支援，誘導する。モデルエリアにおける安心安全の実現という成功事例の積み上げと

広報活動により，全市的な波及を目指す。 

 

  長期的な視点 

短期的な視点だけではなく，住教育の強化や，住宅産業分野における適法モデルの普及促

進，さらに関係法制度の研究など，長期的な視点からの取組を息長く継続する。 

 

  予防の視点 

近年の事件・事故の多発により，行政をはじめ建築生産に関わる全ての分野において，危

機管理の重要性が認識されている。事後の対処による膨大な経済的負担，所有者や被害者等

の苦痛は計り知れず，将来発生する恐れのある危険や違反を未然に防ぐことが必要である。

未然に事件・事故を予防し適切な維持管理を行うことで，京都市ならではの良質な建築物を

活用していく。 

 

  進行管理 

計画の推進には，「いつまでに・誰が・どこまで」という明確な目標を掲げることが重要

である。定期的に施策の進行状況を把握し，課題については改善策を検討し，施策を着実に

実行する必要がある。 
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第４ 京都市の特性を踏まえた，具体的な施策の考え方 

１ 施策目標を実現するための取組 

建築物の安心安全確保のために必要な施策は多数考えられる。しかし，施策を単独で実行

するのでは限定的な効果しかなく，前章でまとめた施策目標を実現するためには，様々な施

策を体系的に実行する必要がある。最大限の効果を上げ，施策目標を達成するために，体系

的に実行すべき複数の施策を１グループ（取組）とし，取組単位で目標指標を設定し，それ

を達成するために具体的に施策を実行する。 

 
 

２ 取組の構成・概要 

  分野別の基本的な考え方 

新築建築物に対する施策では，多様な機関の連携による完了検査の徹底と建築主・事業者

等の意識改革が重要となる。 

既存建築物に対する施策では，既存違反建築物対策の強化，事件・事故対策の推進，耐震

診断・耐震改修関連施策の着実な展開，危険建築物対策の強化により，既存建築物の安全性

を確保する取組が必要である。 

また，新築建築物に対する施策と既存建築物に対する施策の実行に当たり，効果的に施策

を行う基礎となるものとして，定期報告制度の対象建築物拡大と調査データ活用の促進，地

域との連携強化，法制度の研究，施策実行体制の確立等を行う必要がある。 

 

 

  時系列に基づく基本的な考え方 

施策目標の実現に向けた各施策では，現行施策の継続・強化・改善により取組を展開する

ことが可能なものもあれば，現段階における実施には課題が多いものであっても，中長期的

に実現に向けた検討や各種団体との調整を継続していくべき施策もあり，それらを網羅する

形で施策体系として整理することが重要である。 

時系列の考え方として，「短期的に新たに行う施策，現行施策の充実」「中長期的に新たに

行う施策」のふたつに分類し，施策を実行する。 
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第５ 施策目標を達成するための９の取組 

１ ９の取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  多様な機関の連携による完了検査の徹底と建築主・事業者等の意識改革による安全性の確保 

  定期報告制度の対象建築物拡大と調査データ活用の促進 

  事件・事故対策の推進 

  危険建築物対策の強化 

  耐震診断・耐震改修関連施策の着実な展開 

  既存違反建築物対策の強化 

  モデルエリアにおける各種施策の展開 

  各種法制度や京都基準策定の研究，建築基準法の円滑な運用に対する検討等 

  関係団体との連携による情報提供・環境形成の推進 

■ 安全な新築建築物を生み出す（新築建築物への対策） 

■ 既存建築物を安全なものにしていく（既存建築物への対策） 

■ 施策を効果的に推進するための環境を形成する（施策を効果的に推進するための取組） 

■ その他 
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２ 各取組の内容 

  多様な機関の連携による完了検査の徹底と建築主・事業者等の意識改革による

安全性の確保 

ア 背景・ねらい 

検査済証交付率は政令指定都市の中でも最低レベルが続いている。検査済証の交付が

建築物の安全確保を担保することを勘案すると，喫緊の対策が必要である。 
これまでの取組により中間検査合格証は９割を超える交付率となったため，次は検査

済証交付率を高めることに力を注いでいく。 
 

イ 具体的内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【「・」は現行施策，「●」は短期的に新たに行う施策又は現行施策の充実，「○」は中長期的に新たに行う施策を示す】

●建築主への普及啓発強化 

 

①確認済証交付時等に，わか

りやすいパンフレットの作

成，配布 

●市リーフレットをベースに，違反防止を目的とした

建築確認と検査制度のわかりやすいパンフレット

の作成，配布 
 指定確認検査機関との連携 

 

②完了検査受検案内の実施 ・物件の一部に対して完了検査受検案内はがきを送付

●全物件を対象とした完了検査受検案内文書の送付 

●完了検査未受検の物件に対する，電話における督促

 指定確認検査機関との連携 

 
③検査済証プレートの支給 ●検査済証を受けたことを建築物に表示するためのプ

レート支給の検討 

 指定確認検査機関との連携 

 

④完了検査パトロールの実

施 

・木造３階建住宅や重点事業者を対象に，完了検査パ

トロールの実施 

●完了検査パトロールの対象物件の選定見直しと充実

○建築パトロール員の業務委託等による，パトロール

体制の強化 

 建築関係団体，不動産流通団体との連携 

 

⑤広報活動（建築基準法の 

ＰＲ）の実施 

・ホームページ，パンフレット，市民しんぶん等を活

用した広報活動 

●ホームページ，パンフレット，市民しんぶん，シン

ポジウム等を活用した広報活動の充実 

 指定確認検査機関，建築関係団体，不動産流通団

体との連携 

 
⑥啓発活動の実施（工事監理

の必要性，コンプライアン

ス向上等） 

●建築主に向けた啓発活動や講演会等の実施 

 建築関係団体，不動産流通団体との連携 



 31

 

 

 

 

 

●事業者向けの普及啓発強化 

 

⑦広報活動の実施（工事監理

徹底，コンプライアンス向

上等） 

・ホームページ，パンフレット等を活用した広報活動

の実施 

●広報活動の充実 

 指定確認検査機関，建築関係団体，不動産流通団

体との連携 

 
⑧完了検査合格に向けた情

報の発信 

●完了検査合格に向けた情報ホームページの作成 

 指定確認検査機関，建築関係団体との連携 

 

⑨会員向け研修会等の実施 ・関係団体による実務者向け研修会等の実施 

●コンプライアンス向上，工事監理徹底，完了検査合

格のための研修会等の実施 

 建築関係団体，不動産流通団体との連携 

 
⑩研修会等への強制受講又

は優良会員の受講免除の実

施 

●研修会等への違反会員の強制受講又は優良会員の受

講免除等の実施 

 建築関係団体，不動産流通団体との連携 
●工事監理の徹底 

 

⑪工事監理者向けの啓発 ・着工までに工事監理者を選定するよう指導 

●工事監理者選定指導の徹底 

 指定確認検査機関，建築関係団体，不動産流通団

体との連携 
●全物件の工事監理者に中間・完了検査制度について

啓発文書の送付 

 

⑫罰則適用の可能性につい

ての研究 
・悪質業者の情報を蓄積 

●不適切な監理者の情報を京都府と共有 

○不適切な監理者等の処分 

 京都府，国との連携 
●各種申請・手続における検査済証の要件化等 

 

⑬建築関連各種補助制度に

おける検査済証提示の義務

付け 

・建築物に関連する各種補助制度における検査済証提

示の義務付け 

●建築物に関連する各種補助制度における検査済証提

示の義務付けの拡充 

 

⑭外部機関における検査済

証活用の促進 

・各種団体に，検査済証取得のためのパンフレットの

配布を依頼 

●住宅ローン取扱時の，より積極的な働きかけ 

 金融機関との連携 
●重要事項説明で検査済証の有無を明確に説明 

 不動産流通団体との連携 
●各種保険等における検査済証の要件化 

 国との連携 
●各種団体との連携強化 

●検査済証の有無によるメリット⇔ペナルティの検討 

 

⑮エネルギー供給保留の実

施 

・京都市からの要請に基づくエネルギー供給保留の実

施 

●エネルギー関係機関との連携体制の強化 

 エネルギー関係機関との連携 
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ウ  目標指標 

指 標 検査済証交付率［追跡集計］ 

現 況 （ H １ ８ ） ７８.３％ 

目 標 値 ３年後（平成２４年度末）までに：９０％ 

５年後（平成２６年度末）までに：１００％ 

管 理 方 法 等 年度毎に，検査済証交付率を把握 

見 直 し 方 法 用途別，地域別等の検査済証交付率を把握し，各年度において重点施

策を修正 

 

 

 

 

 

 

 

●事業者情報の公表，顕彰制度の検討 

 
⑯優良事業者顕彰の実施検

討 

●優良事業者顕彰の実施検討 

 建築関係団体，不動産流通団体との連携 

 
⑰違反者及び違反の処分情

報の公表 

・命令処分情報の公表 

●団体会員の処分情報等の公表 

 建築関係団体，不動産流通団体との連携 
●新たな制度の研究 

 
⑱検査済証取得後の定期点

検等についての研究 
●検査済証取得後の定期点検制度についての研究 

 指定確認検査機関との連携 

凡例：重点施策を示す   一般的な施策を示す 
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  定期報告制度の対象建築物拡大と調査データ活用の促進 

ア 背景・ねらい 

既存建築物の状況を把握し安全性を担保するものとして，定期報告制度がある。国土

交通省では，既存建築物の安全性向上のため，平成２０年４月に定期報告制度が見直さ

れ，調査や検査の項目，方法，判定基準等が法令上明確になった。 
京都市の定期報告対象建築物数は極めて少なく，政令指定都市の中でも最低レベルで

ある。対象建築物の見直しを行うことでより多くの既存建築物の状態を把握し，他の施

策にも反映させることで，既存建築物の安全性をさらに向上させることを目的とする。 
 

イ 具体的内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【「・」は現行施策，「●」は短期的に新たに行う施策又は現行施策の充実，「○」は中長期的に新たに行う施策を示す】

●定期報告制度の着実な実施 

 

①定期報告率向上対策の検

討 

●定期報告制度の周知啓発 

●定期報告実施の有無によるメリット，デメリットの

付与について検討 
 建築関係団体との連携 

●定期報告対象建築物拡大の検討，実施 

 

②定期報告対象建築物の拡

大 

・定期報告制度の運用 

●定期報告建築物の拡大：多くの市民に影響を与える

建築物（不特定多数が利用する建築物や，事件・事

故が多発している用途の建築物）や，自力避難困難

者が利用する建築物における適切な維持管理及び事

件・事故を未然に防止するため，これらの建築物を

定期報告対象に加え，同時に，現在の対象建築物の

報告義務付け面積も引下げる 

○定期報告制度の実効性のある運用：審査体制等を整

備し，火災時や事故の際に人命を守るために建築基

準法で定められている規定（避難防火規定等）が適

用される規模まで報告義務付け面積を引下げる 

 

③定期報告対象建築物台帳

（既存建築物台帳）の整備 

・定期報告対象建築物の台帳整備 

●対象建築物の拡大に伴う台帳の補充 

○既存建築物台帳の整備：定期報告対象建築物台帳の

情報に加え，事件・事故情報，各種指導情報等を統

合 
●定期報告記載内容の正確性の追求 

 

④パンフレット等を利用し

た普及啓発の実施 

・ホームページによる情報発信，対象建築物の所有者

等への通知文の送付等 

●一般的な記載例等を載せたパンフレットの作成と配

布 

 指定確認検査機関，建築関係団体との連携 
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ウ 目標指標 

指 標 定期報告提出率，定期報告対象建築物数 

現 況 （ H １ ８ ） 定期報告提出率：７９.２％ 

目 標 値 定期報告提出率：１０年後（平成３１年度末）までに：８５％ 

定期報告対象建築物数：対象用途の拡大，面積基準の引下げ等 

管 理 方 法 等 毎年度，定期報告対象建築物数と提出率を算出し，進行管理を実施

見 直 し 方 法 提出率向上対策，対象建築物の更なる拡大検討などを実施 

 

 

 

 

●審査体制等の検討，整備 

 

⑤定期報告審査体制の整備 ・京都市において審査を実施 

●京都市における審査や調査体制の検討，外部委託等

も含めた体制の検討（現地確認による記載内容との

整合性確認等） 
●定期報告書の積極的な活用についての検討 

 
⑥定期報告書の違反指導へ

の活用 

・違反指導に使用 

●違反指導への活用強化 

 
⑦定期報告書の既存不適格

建築物対策への活用 

・防災査察に使用 

●防災査察への活用強化 

○既存不適格項目の重要度に応じた対策を検討 

 
⑧定期報告書の危険建築物

対策への活用 

・危険建築物対策に使用 

●危険建築物対策への活用強化 

 

⑨定期報告記載内容の公開 ・概要書の閲覧 

○定期報告記載内容の公開を検討 

○重要事項説明書への記載や活用等の検討 

 不動産流通団体との連携 

凡例：重点施策を示す   一般的な施策を示す 
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  既存違反建築物対策の強化 

ア 背景・ねらい 

歴史都市としての特性から狭小敷地や細街路が多く，法令上の制約等（遡及適用）に

より建て替え等ができない建築物が多い。また，所有者等の認識不足により，増築や用

途変更等で違反建築物となる物件も多く存在する。 
工事中の建築物に対する違反対策については一定の成果が挙がっているが，既存違反

建築物については違反の把握や対策が難しい面があるため，違反指導は十分とはいえな

い。 
特に不特定多数が利用する特殊建築物等を中心として，強力かつ効果的な指導を行う。 

 

イ 具体的内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【「・」は現行施策，「●」は短期的に新たに行う施策又は現行施策の充実，「○」は中長期的に新たに行う施策を示す】

●情報の伝達 

 

①既存違反建築物の把握 ●消防部局及び各団体と連携した，違反建築物情報の

伝達体制の構築 

 各団体との連携 
●適切な維持管理の推進 

 

②違反の未然予防の推進 ●テナントビル入居者に対する適法な維持管理の啓発

 不動産流通団体との連携 
●入居者やオーナー向けに適法な管理を促すパンフレ

ットの作成，配布 

○既存不適格建築物と違反建築物の線引きの明確化 

 建築関係団体，不動産流通団体との連携 
●業務内容と業務執行体制の検討 

 

③業務内容と業務執行体制

の検討 
●効果的，効率的な指導方法，指導フローと業務執行

体制の検討 

○既存建築物の維持管理に係る相談窓口の一元化と整

理（ワンフロア化等） 
●指導基準の作成 

 
④指導基準の作成 ●消防部局との連携により，基礎資料収集を実施 

○既存違反建築物に対する指導基準の作成を行う 
●査察の強化，重点化 

 

⑤建築物防災査察の実施 ・地震，火災，水害などあらゆる災害による被害を最

小限に食い止めるため，防災査察（年２回）の実施

・庁内の情報共有のためのネットワーク（安全・安心

の建築・まちづくり庁内ネットワーク）の活用 

●消防部局との連携により，違反建築物情報の共有を

行い，事件・事故調査結果のフィードバックの実施

（庁内の情報共有のためのネットワーク（安全・安

心の建築・まちづくり庁内ネットワーク）の強化）

●消防部局との連携による，強化した防災査察を実施

凡例：重点施策を示す   一般的な施策を示す 
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ウ 目標指標 

指        標 改善指導件数 

現 況 （ H １ ９ ） ２２件（建築物防災査察によるもの） 

目 標 値 改善指導件数の拡大と既存建築物対策の総合的，体系的な施策展開 

管 理 方 法 等 毎年度，調査内容等を整理し，データベース化して管理する（定期報

告制度と連動） 

見 直 し 方 法 毎年度，指導効果や是正度合い等を検討し，適宜手法等を修正 
※ 既存違反建築物対策の強化と事件・事故対策の推進は連携して取り組む必要があるため，同じ目標となる。 
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  事件・事故対策の推進 

ア 背景・ねらい 

個室ビデオ店火災，アスベスト問題，構造偽装，外壁落下事故，エレベーター事故等，

建築物に関わる様々な事件・事故が近年多発している。類似事故を未然に防ぐために必

要な調査を行い，維持管理の重要性についての普及啓発を行うと共に，維持管理の適切

化と指導の強化などを行う。 
 

イ 具体的内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

【「・」は現行施策，「●」は短期的に新たに行う施策又は現行施策の充実，「○」は中長期的に新たに行う施策を示す】

●事件・事故対策の強化 

 

①事件・事故対策（アスベス

ト，エレベーター等） 
・フォローアップ調査や指導，アスベスト除去等助成

事業の実施 

●従来の事件・事故に対する調査実施に加え，定期報

告書等の活用によるフォローアップ調査の強化 
●事件・事故情報の告知，広報 

 

②事件・事故情報公開の検討 ●事件・事故に対する公開可能な情報と公開手法につ

いての検討 

○事件・事故情報について公開 

●事件・事故対策に優れた事例の紹介について検討 

 建築関係団体との連携 
●査察の強化，重点化 

 

③事件・事故発生後の適時パ

トロール 
・個室ビデオ店，カラオケボックス，ホテル等の緊急

パトロールの実施 

●消防部局との連携により事件・事故発生後に適宜パ

トロールを実施 

●事件・事故調査結果から危険と判断された物件の現

地確認・予防措置の実施 

 

④建築物防災査察 ・地震，火災，水害などあらゆる災害による被害を最

小限に食い止めるため，防災査察（年２回）の実施

・庁内の情報共有のためのネットワーク（安全・安心

の建築・まちづくり庁内ネットワーク）の活用 

●消防部局との連携により，違反建築物情報の共有を

行い，事件・事故調査結果のフィードバック（庁内

の情報共有のためのネットワーク（安全・安心の建

築・まちづくり庁内ネットワーク）の強化） 

●消防部局との連携による，強化した防災査察を実施

凡例：重点施策を示す   一般的な施策を示す 
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ウ 目標指標 

指 標 改善指導件数 

現 況 （ H １ ９ ） ２２件（建築物防災査察によるもの） 

目 標 値 改善指導件数の拡大と既存建築物対策の総合的，体系的な施策展開 

管 理 方 法 等 毎年度，調査内容等を整理し，データベース化して管理する（定期報

告制度と連動） 

見 直 し 方 法 毎年度，指導効果や是正度合い等を検討し，適宜手法等を修正 
※ 既存違反建築物対策の強化と事件・事故対策の推進は連携して取組む必要があるため，同じ目標となる。 
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  耐震診断・耐震改修関連施策の着実な展開 

ア 背景・ねらい 

古い木造住宅が多く存在する等の歴史都市特有の市街地特性により，地震発生時には

甚大な被害が想定されている。そのため，地震による死傷者数及び経済被害額を最小限

に止めるために，早急に建築物の耐震化を進め，地震災害に強い都市づくりを推進する

必要がある。 
平成１８年１月の耐震改修促進法の改正施行に伴い，京都市では建築物の耐震診断及

び耐震改修の促進を図るための計画（京都市建築物耐震改修促進計画）を策定している

（平成１９年７月策定）。 
 

イ 具体的内容 

下記内容については，京都市建築物耐震改修促進計画（計画期間：平成１９年７月か

ら平成２７年度末まで）に基づき，耐震化を進める。 
 

●耐震診断・改修の促進を図るための支援策 

 
①耐震診断の支援策 
②耐震改修の支援策 

●耐震化に関する意識啓発及び知識の普及に関する取組 

 

③地震ハザードマップ等の活用 
④マスメディア・広報誌等の活用 
⑤パンフレットの作成・配布 
⑥講習会の開催 
⑦各地域における耐震化の普及啓発 
⑧維持管理の重要性に関する普及啓発 

●耐震化を促進するための環境整備の取組 

 ⑨専門家の育成・認定・登録制度 
●その他の安全対策に関する取組 

 

⑩エレベーターの地震防災対策の推進 
⑪事件・事故対策 
⑫ブロック塀の安全対策 
⑬がけ崩れ等に対する安全対策 

凡例：重点施策を示す   一般的な施策を示す 

 

ウ 目標指標 

指 標 耐震化率 

現 況 （ H １ ８ ） 住宅：６９.３％，特定建築物：８２.１％，市有建築物：６７.７％（一

部除く） 

目 標 値 平成２７年度末までに 住宅：９０％，特定建築物：９０％，市有建

築物：９０％（一部除く） 

管 理 方 法 等 段階別にアンケート調査等を行い，計画の進行管理を実施 

見 直 し 方 法 京都市建築物耐震改修促進計画で検討 

※ 「京都市建築物耐震改修促進計画」で進行管理を実施 
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  危険建築物対策の強化 

ア 背景・ねらい 

京都市内には，歴史都市としての特性から古い木造住宅が多く存在し，これらの木造

住宅では，居住者の死亡や次の居住者がいないなどで空き家となることにより，建築物

の老朽化が進むという状況が多く見られる。 
これらの老朽建築物は，放置しておくと最終的には倒壊に至り，周辺に被害を及ぼす

恐れもある。また，所有者の特定が困難なものは指導が難しく，維持管理がされないま

ま老朽化が進行し，危険性が高まるという状況がある。 
そのため，地域や関係機関等と連携して空き家の発生を防ぐとともに，実効性のある

指導を行うための条件等を検討したうえで，強力かつ効果的な指導や措置を行う。 
 

イ 具体的内容 

 
 
 
 
 
 
 
 

【「・」は現行施策，「●」は短期的に新たに行う施策又は現行施策の充実，「○」は中長期的に新たに行う施策を示す】

●適切な維持管理の促進 

 

①危険建築物の把握 ●消防部局及び各団体と連携し，危険建築物情報の市

への伝達体制を構築 

 指定確認検査機関，金融機関，エネルギー関係機

関，建築関係団体，不動産流通団体との連携 

 
②広報活動の実施 ●既存建築物の適切な維持管理に関する事項，危険建

築物に関する情報についてＰＲ 

 建築関係団体との連携 

 

③専門職能の育成 ○維持管理ホームドクター（地域により選任を想定）

の職能育成，派遣（モデルエリアにおける各種施策

の展開と連携） 

 建築関係団体との連携 

 
④既存不適格建築物対策の

推進 
○リフォーム時等の機会をとらえ，既存不適格建築物

の現行法令への適合を誘導 

 建築関係団体との連携 
●地域における活動を中心とした関係機関の連携 

 

⑤地域における活動を中心

とした空き家を発生させな

い取組 

・東山区危険建築物対策連絡会議の開催 

●地域や関係機関等との情報の共有化と連携による，

空き家を発生させない地域ぐるみの取組の推進 

 関係機関等との連携 

 

⑥相談窓口の設置 ・建築相談 

・京町家なんでも相談の実施 

・すまいよろず相談の実施 

●既存建築物の適切な維持管理に関する事項，危険建

築物に関する相談等を受付，適切なアドバイスを行

う相談窓口の設置 
 建築関係団体，不動産流通団体との連携 
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ウ 目標指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 早期解決率：当該年度における危険建築物の通報受理件数に対する，１年以内に指導終了となる件数の割合 

※ 平成１９年度における，危険建築物の通報受理件数に対する，２年以内に指導終了となる案件の割合は７０.４％ 

●業務内容と業務執行体制の検討 

 
⑦業務内容と業務執行体制

の検討 
●地域や関係機関等との連携により，危険建築物に対

する対策を実施していくうえでの指導内容，指導フ

ローの検討 

 
⑧指導基準の作成 ●損傷の状況や危険建築物の固有の事情（所有者が特

定できないなど）に応じた指導基準の作成 

凡例：重点施策を示す   一般的な施策を示す 

指 標 早期解決率 

現 況 （ H １ ９ ） ６３.０％  

目 標 値 空き家発生予防の推進 

早期解決率：３年後（平成２４年度末）までに：７５％ 

管 理 方 法 等 毎年度，受理案件の内容や指導方法を精査し，データベース化して管

理 

見 直 し 方 法 毎年度，指導方法や効果等を検討し，適宜手法等の修正 
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  モデルエリアにおける各種施策の展開 

ア 背景・ねらい 

建築物単体の安心安全対策だけではなく，まとまったエリア（区単位，学区単位等）

での取組が複合的に実施されなければ，安心安全のまちづくりの実現は困難である。 
特に，市民の実感によるところの｢安心｣を向上させていくためには，市民への普及啓

発だけでなく，市民が主体となる安心安全のまちづくりの取組へと充実，発展させてい

く必要がある。 
公民協働で施策を集中実施するエリアを選定し，各取組から得られた知見を，施策の

見直し・他地域への展開に活用する。 
 

イ 具体的内容 

 

 

 

 

 

【「・」は現行施策，「●」は短期的に新たに行う施策又は現行施策の充実，「○」は中長期的に新たに行う施策を示す】

●まちづくりサポーターの発掘，啓発の実施（出前講座など） 

 

①エリア単位における住民

意識啓発活動の実施（出前

講座） 

・出前講座の実施 

●出前講座を活用し，各建築物単体ではなくエリア単

位における安心安全のまちづくりの必要性（確保さ

れない場合のリスク（資産価値の目減り等））につ

いての住民意識啓発活動の実施 

 
②地元サポーターの発掘 ●啓発活動を通じて，安心安全のまちづくりに向けた

地元サポーターの発掘と育成 

 建築関係団体との連携 
●公民協働によるモデルエリアの設定 

 

③安心安全に係る施策を重

点的に進めるエリアの設定

と，施策の実行 

・各種事業におけるエリア設定（狭あい道路整備事業

等） 

●安心安全に係る施策を重点的に進めるエリア（区単

位，学区単位等）を設定し，施策を実施 

 各種団体との連携 

 

④地元発意による市との共

働が可能な地域の発掘 
●取組の優良なエリア，地元住民の合意・市と地元の

パートナーシップの構築が可能なエリアを発掘し，

モデルエリアや，既存各種事業等のエリア設定等に

反映 

●モデルエリアの地域課題と将来像の共有，施策検討と役割分担 

 

⑤モデルエリアへの専門家

の派遣 
●ボランティアによる地域活動への参加 

 建築関係団体，不動産流通団体との連携 
●消防部局・警察等との連携による地域課題（防災，

防犯など）の研究サポート 

 

⑥地元及び専門家との共働

作業による実施計画策定 
○エリア住民参加によるワークショップ等の実施によ

り，モデルエリアにおける課題抽出，課題解決のた

めの実施計画策定 

 建築関係団体，不動産流通団体との連携 
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ウ 目標指標 

 

 

 

 

 

●モデルエリアにおける取組の広報と告知，優良取組の表彰 

 
⑦地元発意による事業の実

施 
○モデルエリアにおける事業実施の支援を関係団体と

の連携により実施 

 建築関係団体，不動産流通団体との連携 

 

⑧行政における優良取組の

顕彰 
○安心安全の取組内容を広報し，エリア外の市民・事

業者等への普及啓発を行うとともに，建築物の安心

安全向上に寄与する優良な取組についての顕彰を

検討 

凡例：重点施策を示す   一般的な施策を示す 

指 標 公民協働のモデルエリアの設定 

現 況 （ H １ ９ ） なし 

目 標 値 公民協働のモデルエリアの選定：１エリアの設定（例：１学区等） 

管 理 方 法 等 「京都市建築物安心安全実施計画推進会議」で点検と評価を実施 

見 直 し 方 法 選定したモデルエリアにおける活動状況，地元サポーターの発掘状況，

関連事業との連携可能性を踏まえ，モデルエリア選定の更なる拡大検

討などを実施 
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  各種法制度や京都基準策定の研究，建築基準法の円滑な運用に対する検討等 

ア 背景・ねらい 

戦災にあわなかった京都の市街地には，京町家等の戦前からの木造住宅が多く残って

いる。また，細街路も数多く存在している。 
既存建築物の再生・活用を行う際には，全国一律である建築基準法が京都の特性に合

致しない一面もあるため，既存建築物の再生・活用に支障をきたすことがある。 
歴史都市・京都の風情を生かしつつ建築物の安心安全を推進するには，京都の特性を

踏まえた法制度や京都市独自の基準等について研究を重ね，国への要望等を行っていく

必要がある。 
 

イ 具体的内容 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

【「・」は現行施策，「●」は短期的に新たに行う施策又は現行施策の充実，「○」は中長期的に新たに行う施策を示す】

●既存建築物を良好に維持，再生させるための方策検討 

 

①法規制の合理化に関する

調査研究（構造，防火避難，

集団（道路），遡及適用），

京都の地域性を踏まえた，

独自基準の研究 

・連担建築物設計制度の活用 

・建築基準法第４２条第３項道路指定 

・エリア限定の防火条例の適用 

●京町家等に代表される伝統構法を用いた既存建築物

の再生・活用のために，「京町家に係る法規制の合

理化に関する調査研究（防火，構造，細街路等）」

を通じて，京都の地域性を踏まえた独自基準の研究

○既存建築物を再生・活用させるための方策として，

京町家に係る法規制の合理化の提案，既存不適格建

築物に対する救済措置，家暦書の作成義務付け等の

検討 

 建築関係団体，不動産流通団体，国土交通省との

連携（ＮＰＯ団体，学識経験者含む） 
●国への要望活動の展開 

 

②国への要望活動の展開 ・要望活動の実施 

●既存建築物を再生・活用させるための方策検討結果

を踏まえて，各団体と連携のうえ，国に対する要望

活動の展開を積極的かつ機動的に実施 

 各団体との連携 
●建築基準法の円滑な運用に対する検討等 

 

③建築基準法の円滑な運用

に対する検討等 
・建築法令実務ハンドブックの改正 

・京都市独自における建築行政データベースの運用 

・指定建築確認検査機関の支援，監督や調査の実施 

・建築審査会事務局の整備と運用 

・京都市狭あい道路整備事業のモデル実施 

●建築基準法の円滑な運用が図られるよう，建築法令

実務ハンドブックの適宜見直し 

●全体計画認定の柔軟な運用（期間延長，緩和等）に

ついての検討 

●建築行政共用データベース有効活用についての検討

●京都市狭あい道路整備事業の推進 

凡例：重点施策を示す   一般的な施策を示す 
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ウ 目標指標 

 指 標 研究の実施，要望活動の実施 

現 況 （ H １ ９ ） 建築法令実務ハンドブックの改正，新景観政策の施行，京都市狭あい

道路整備事業のモデル実施 

目 標 値 法規制の合理化の実現 

管 理 方 法 等 京町家等に係る法規制の合理化に関する調査研究や国家予算要望を通

じ，法規制の合理化を目指す 

見 直 し 方 法 なし 
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  関係団体との連携による情報提供・環境形成の推進 

ア 背景・ねらい 

施策の効果的な展開を行ううえで，行政単独の取組では限界がある。建築物の安心安

全に関係する団体と連携し施策実行体制を確立することで，着実に施策を推進していく

必要がある。 
そのうえで，公民一体となった情報提供で普及啓発を進め，同時に優良な建築物の供

給を促進する環境を形成することで，違反建築物や危険建築物等を減少させる。 

イ 具体的内容 

【「・」は現行施策，「●」は短期的に新たに行う施策又は現行施策の充実，「○」は中長期的に新たに行う施策を示す】

●事業者や各種団体による自主的な活動の促進，連携 

 
①推進体制の構築 ●各団体と一体となった「京都市建築物安心安全実施計画

推進会議」を定期的に開催し，各施策の推進体制を構築

 各団体との連携 

 

②取組情報の広報のた

めの会誌の作成 
・各団体で事業者向けの機関紙等の発行 

●各団体と一体となった「京都市建築物安心安全実施計画

推進会議」における会誌等の発行 
 各団体との連携 

 

③取組情報の広報のた

めのホームページ作成

とリンクの設定 

・各団体で事業目的のホームページ等の設置 

●各団体が取り組んでいる安心安全の各取組について情報

発信するため，各団体における情報発信に加え，各団体

と一体となった「京都市建築物安心安全実施計画推進会

議」ホームページの作成 

 各団体との連携 
●適切な建築物が流通するための市場環境形成 

 

④重要事項説明等にお

ける情報の明示 
●既存不適格物件については，重要事項説明で明示 

 不動産流通団体との連携 
○既存建築物評価の仕組みづくり（既存不適格判定，診断

事業者制度の創設（新しい業務分野の拡大））に着手 

 不動産流通団体，建築関係団体との連携 

 
⑤融資の厳格化等の検

討 
●違反建築物に対する融資の厳格化等の検討 

 金融機関との連携 

 
⑥消費者への対応 ●消費者に対する相談窓口の設置 

 消費生活センター等との連携 

凡例：重点施策を示す   一般的な施策を示す 

ウ 目標指標 

 
 
 

 

 

指 標 施策推進体制の構築 

現 況 定期的な情報交換会開催：１回／年（京都市違反建築防止推進会議）

目 標 値 毎年，施策の進行状況について点検と評価を行い，各種施策の実行を

推進 

管 理 方 法 等 「京都市建築物安心安全実施計画推進会議」で管理を実施 

見 直 し 方 法 「京都市建築物安心安全実施計画推進会議」で状況に応じて修正 



 47

３ その他 

  災害時の対応 

大地震や大規模火災等の災害時においては，行政職員が迅速かつ的確な行動がとれること

が必要である。京都市では現在，大地震や大規模火災等の災害時に京都市が行うべき防災対

策の実施等に係る基本方針を示す，地域防災計画を策定している。 

特に，建築物の安心安全に係る建築行政では，消防部局等の他部局や関係団体との連携及

び応急危険度判定の初動体制の整備等が必要となる。現在，京都市地震被災建築物応急危険

度判定実施本部業務マニュアル（案）等を整備し，迅速かつ的確な行動がとれるように準備

を行っているが，今後，関連部局や関係団体等との連携を強化していく必要がある。 

 

  行政能力の向上，行政内部の執行体制の整備 

建築や住宅行政に係る業務は多様化かつ増大しており，果たすべき社会的な役割はさらに

大きなものとなっている。京都市では，現在，その社会的役割に応え，効率的な業務の遂行

を行うために，職員の能力向上のための様々な研修や，業務内容の変化にあわせた執行体制

の整備（平成２１年４月に建築安全推進課を創設等）を行っている。 

しかし，平成１７年度の日本建築行政会議における調査では，建築基準適合判定資格者の

大半をいわゆる団塊世代が占めており，その方達の退職と共に行政内部における建築基準適

合判定資格者は急激に減少していくことが予見されており，京都市でも同様の課題を抱えて

いる。建築基準適合判定資格者である職員を確保することは，建築主事を置くことが特定行

政庁の要件であることからしても極めて重要であり，技術力の継承という点からも喫緊の課

題である。 

そのため，時代の変化に即した執行体制の整備とともに，職員の行政能力向上のための機

会創出や職務責任に応じた処遇改善等を通し，若い世代の職員への技術力の継承及び職員全

体のさらなる能力向上について，今後検討していく必要がある。 
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第６ 計画の実現に向けた仕組み 

計画に掲げる施策や取組をどのように進めていくべきかについて，取組方策や進行管理の考え

方，推進の体制などについて示す。特に市民・事業者・関係団体・行政等が協働する仕組みづく

り，役割分担について示す。 
 

１ 計画推進の方策 

  目標指標の設定による進行管理の実施 

本計画で位置付けた施策目標の達成状況について，取組ごとに目標指標を設定し，施策の

進行管理を行うことで，施策の着実な実行を図る。 
 

  ＰＤＣＡサイクルによる適切な計画の推進 

本計画について，ＰＤＣＡサイクル（Ｐｌａｎ（計画），Ｄｏ（実施･実行），Ｃｈｅｃｋ（点

検･評価），Ａｃｔ（処置･改善））に基づき，進行状況の把握に加えて，取組内容に対する点検

と評価を実施する。課題や問題点については改善策を検討し，実行する。 

なお，取組の目標指標として定量的な目標を定めているものについては，数値目標に基づ

いた進行管理を行うことはもとより，必ずしも数値に表れない実態を把握しつつ，それぞれ

の施策の実効性を検証することに留意する。 

 

  多様な機関の連絡調整による計画推進に向けた適切な合意形成・役割分担 

目標指標の進行管理，適切な計画の推進を図るには，関連する多様な機関との連携が不可欠

である。進行管理のための情報交換，取組の適宜改善，計画の見直しへの合意形成や役割分

担の見直しなどを円滑に実施するための，多様な機関による連絡調整の場を設ける。 

 

２ ＰＤＣＡによる進行管理の体制 

ＰＤＣＡによる進行管理，多様な機関の連絡調整の場として，本計画の策定委員会の発展形と

なる「京都市建築物安心安全実施計画推進会議」を設置し，年に１回程度，進行状況の報告及び

計画推進に向けて議論を行うことで，施策を着実に実行する。 

● Ｐｌａｎ（計画） 
本計画の策定 

● Ｄｏ（実施・実行） 
計画に沿って施策の実行 

● Ｃｈｅｃｋ（点検・評価） 
１年に１回程度，本計画の策定委員会の発展形となる「京都市建築物安心安全実施計画推

進会議」で，点検と評価の実施 
● Ａｃｔ（処置・改善） 

適切な時期に，実績や将来の予測などをもとにし，計画の修正及び再検討 
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第７ 参考 

１ 策定までのプロセス 

本計画の策定には，平成１９年度から有識者，行政を含む関係者が中心となる検討会議等で京

都市の現状把握等の基礎調査を行ってきた。この基礎調査を元に，平成２０年度には，有識者，

市民委員，行政を含む関係者等（関係部局，確認検査機関，事業者，関係団体等）を中心として

構成された「京都市建築物安心安全実施計画策定委員会」で，効果的な施策や施策実行体制等の

議論を行った。 

 

  京都市建築物安心安全実施計画策定委員会の構成（所属及び役職については平成２０年度のもの） 

ア 委員長（敬称略） 

・ 巽 和夫   京都大学名誉教授，京都市建築審査会会長（建築計画学）   

イ 学識委員（５０音順，敬称略） 

・ 高田 光雄  京都大学大学院教授，京都市住宅審議会会長（居住空間学）   

・ 西川 賢二  弁護士，北陸大学客員教授，元京都市建築審査会会長代理（法律学）   

・ 藤田 きみゑ 滋賀県立大学大学院教授（公衆衛生学） 

ウ 市民委員 

・ 市民公募委員 

エ 関係機関委員 

・ 関係機関代表者（警察，指定確認検査機関，金融機関，電気・ガス・水道事業者，建

築・宅地関係団体） 

オ 行政委員 

・ 都市計画局建築指導部（部長，関係課長）消防局予防部（指導課長） 

カ 事務局 

・ 都市計画局建築指導部建築指導課，建築審査課，建築監察課 

・ 調査研究受託機関 

 

  京都市建築物安心安全実施計画策定委員会の検討過程 

ア 第１回委員会 
開催日 平成２０年１０月２４日（金） 
主な内容 建築物安心安全に関する現状，課題，方向性，取組例の確認 

イ 第２回委員会 
開催日 平成２０年１２月２日（火） 
主な内容 京都市建築物安心安全実施計画（素案）の審議 

ウ 第３回委員会 
開催日 平成２１年３月２７日（金） 
主な内容 京都市建築物安心安全実施計画（案）の審議 
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  京都市建築物安心安全実施計画策定委員会設置要綱 

 

（目的及び設置） 
第１条 本格的な少子高齢社会への移行等を背景に，既存建築物を重視する社会の到来が目

前にせまっている。しかし近年，既存建築物における事件・事故が多発しており，既存建

築物対策が重要課題となってきている。また，新築建築物においても，安全性を確保する

ために建築基準法が大幅に改正され，新たな枠組みに対応した総合的な対策や体制の整備

が，自治体にも求められている。 
本市では，全国に先駆けて新たな景観対策に取り組んでいるが，美しい景観を維持・継

承していくためには，新築建築物，既存建築物双方の安心安全対策が不可欠である。 
そこで，今後の本市における建築物の安心安全対策を有効に実施していくための指針と

なる「（仮称）京都市建築物安心安全実施計画」の策定を行うに当たり，建築物の安心安

全を確保するために必要な施策等の検討を行うことを目的として，学識委員，市民委員，

建築物の安心安全に関わる関係団体委員及び関連部局の行政委員による委員会（以下「委

員会」という。）を設置する。 
（委員会） 
第２条 委員会は，別表第１に掲げる委員をもって構成する。 
２ 委員会には委員長を置き，委員の互選により選任する。 
３ 委員長は，委員会を代表し，会務を総理する。 
４ 委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは，委員の互選により，その職務を

代理する者を選任する。 
５ 委員会は，委員長及び委員の過半数が出席しなければ，会議を開くことができない。 
６ 委員会の議事は，出席した委員の過半数で決し，可否同数のときは，委員長の決する

ところによる。 
７ 委員長は，必要があると認めるときは，委員以外の者の出席を求め，意見を聴くこと

ができる。 
（事務局） 
第３条 本委員会の事務局は，京都市都市計画局建築指導部に置く。 
（補足） 
第４条 この要綱に定めるもののほか，委員会の運営に関し必要な事項は，委員長が定める。 
 
附則 
 この要綱は，平成２０年１０月２４日から施行する。 
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所属 役職 委員名 備考

京都大学 名誉教授 巽　和夫

京都大学大学院 教授 高田　光雄

北陸大学 客員教授 西川　賢二

滋賀県立大学大学院 教授 藤田　きみゑ

水口　靖彦

相良　昌世

警
察

京都府警察本部生活環境課 課長 鈴木　泰年

株式会社京都確認検査機構 代表取締役 樫田　攻

株式会社I－ＰＥＣ 代表取締役 岡崎　秀昭

株式会社確認検査機構アネックス 代表取締役 稲垣　雄一

日本ＥＲＩ株式会社京都支店 支店長 小林　重吉

社団法人京都銀行協会 専務理事 岡田　博邦

京都府信用金庫協会
京都中央信用金庫
理事　総務部長

西村　信三

関西電力株式会社京都支店お客様室リビング営業グループ チーフマネージャー 酒井　偉

大阪ガス株式会社リビング事業部京滋リビング営業部 マネージャー 中俣　吉也

京都市上下水道局水道部 部長 佐藤　守

京都市上下水道局下水道部 部長 大楽　尚史

社団法人京都府建築士会
理事
法制委員会委員長

森山　哲朗

社団法人京都府建築士事務所協会 会長 上野　浩也

京都建築設計監理協会 情報交流部会部会長 木邑　公一郎

日本建築家協会近畿支部京都会 京都会副会長 川口　成人

社団法人京都府建設業協会京都支部 副支部長（建築担当） 田中　俊介

社団法人全国中小建設業協会全中建京都 安全担当理事 井上　義昭

社団法人京都府宅地建物取引業協会
業務対策運営委員会
副委員長

伊藤　良之

社団法人全日本不動産協会　京都府本部
教育研修委員会
副委員長

延谷　均

京都市都市計画局 建築指導部長 本田　徹

京都市都市計画局建築指導部 建築指導課長 奥　　美里

京都市都市計画局建築指導部建築指導課 建築防災担当課長 籾井　太計司

京都市都市計画局建築指導部 建築審査課長 溝上　省二

京都市都市計画局建築指導部建築審査課 建築審査担当課長 園　　孝裕

京都市都市計画局建築指導部 建築監察課長 佐藤　洋

京都市消防局予防部 指導課長 福森　茂 

京都市都市計画局建築指導部

・建築指導課 ・建築審査課

・建築監察課 ・調査研究受託機関

（敬称略，学識委員は５０音順）

（所属及び役職については平成２０年度のもの）

金
融
機
関

電
気
・
ガ
ス
・
水
道

事
業
者

建
築
関
係
団
体

委員長

学識委員

市民委員

指
定
確
認
検
査
機
関

行政委員

＜事務局＞

関
係
機
関
 

委
員

宅
地
関
係

団
体

別表第１ 京都市建築物安心安全実施計画策定委員会 委員名簿 
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２ 用語の解説 

［五十音順］ 

 用 語 解 説 

あ行 空き家 居住世帯のない住宅のうち，別荘等の二次的住宅，賃貸又

は売却用の住宅や，居住者が長期不在，又は取り壊し予定の

住宅等を除くもの。 

 アスベスト 石綿（アスベスト）は，天然に産する繊維状けい酸塩鉱物

で「せきめん」「いしわた」と呼ばれるもの。 

繊維が極めて細いため，研磨機，切断機などの施設におけ

る使用や飛散しやすい吹付け石綿などの除去等において所要

の措置を行わないと石綿が飛散して人が吸入してしまうおそ

れがある。 

 安全・安心の建築・まちづ

くり庁内ネットワーク 

安全・安心の建築・まちづくり指導関係部長会議の庁内ネ

ットワーク。 

建築物の安全・安心に係る法令の所管部局が連携し，事件・

事故等に迅速に対応することを目的とし，平成１８年度末か

ら運用している。 

 維持管理ホームドクター 建築物の日常的な維持管理に必要な情報等の提供，相談等

が行える専門家（建築士，工務店，管理会社等）。 

 違反建築物 建築基準法や都市計画法などに違反している建築物。 

 違反事項別違反指導 建築基準法の条項別に，違反内容を分類。 

・ 手続関係（５条の４（設計者・工事監理者の選定），７条

（完了検査），７条の３（中間検査），７条の６（使用制限），

８９条（確認済表示板の掲示）） 

・ 容積率（５２条） 

・ 建ぺい率（５３条） 

・ 高さ関係（５５条，５６条，５６条の２，５７条，５８

条） 

・ 道路関係（４３条，４４条） 

・ 用途制限（４８条） 

・ 構造耐力（２０条） 

・ 防火・避難規定（２１～２３条，２７条，３５条，３５

条の２，３６条） 

・ 防火地域等（６１条，６２条，６３条，６４条） 

・ その他 

か行 完了検査 建物が完成したときに，その建物が建築基準法と関連規定

に適合しているかどうかを検査するもの。 

 既存違反建築物 建築後に増改築や用途変更を行った結果，建築基準法や都

市計画法などに違反している建築物。 
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 用 語 解 説 

か行 既存不適格 既存不適格＝きぞんふてきかく 

建築時には適法に建てられた建築物であっても，その後の

法令の改正や都市計画変更等によって不適格な部分が生じた

建築物。そのまま使用していても直ちに違法というわけでは

ないが，増築や建て替え等を行う際には，法令に適合するよ

う建築しなければならない。 

 狭あい道路 細街路のうち，昭和２５年当時，建築物が立ち並んでいた

幅員１.８ｍ以上４.０ｍ未満の道路（建築基準法第４２条第

２項に規定）。 

 

 

 

 

 

 

 

 京都市建築物耐震改修促

進計画 

京都市では，市内の住宅や建築物の耐震化を進めることに

より，地震災害に強い安心安全なまちづくりを進めてきたが，

これまで以上により積極的に耐震化を推進するために，平成

２７年度末までの１０年間の目指すべき指標を設定。 

 京町家に係る法規制の合

理化に関する調査研究 

京町家とそれを中心とする景観を将来にわたって保全・再

生していくために，京町家等の建て替えや増築等の可能性の

追求と建築基準法の規制の合理化のために行う調査研究。 

特に，防火関係規定，構造関係規定，集団規定（細街路等）

を重点項目とし，建築基準法の関係規定の整備が図られるよ

う，関係機関等とも連携して国家要望を行っていくための基

礎資料とする予定。 

 検査済証 「建築物及びその敷地が建築基準関連規定に適合してい

る」ことを証する文書。建築基準法第７条第５項に定められ

たもので，特定行政庁，又は指定確認検査機関で交付。 

完了検査は，建築確認申請の必要な建築行為のうち，用途

変更を除く全ての行為に義務付けられている。完了検査申請

は原則として完了後４日以内に行わなければならない。 

さ行 細街路 幅員４ｍ未満の道路・道 

 

 

 

 

 

 

 

 指定確認検査機関 平成１０年の建築基準法改正により，創設された機関。 

これまで特定行政庁の建築主事が行ってきた建築確認及び検

査の業務を行うことができるものとして，都道府県知事又は

国土交通大臣から指定された，必要な審査能力を備える公正

な民間機関。 

細街路

狭あい道路 その他の細街路 

細街路 

狭あい道路 その他の細街路 
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 用 語 解 説 

さ行 遡及適用 遡及適用＝そきゅうてきよう 

建築時には適法に建てられた建築物であった既存不適格建

築物も，増築や大規模な模様替等を行う際には，現行の法律

が適用されることとなる。 

 その他の細街路  細街路のうち，狭あい道路を除く道 

 

 

 

 

 

 

 

 

た行 耐震化率 建築基準法の耐震基準を満たしている建築物の割合。 

 耐震強度偽装事件 平成１７年１１月１７日に，国土交通省が千葉県の１級建

築士（その後，免許取消処分）が地震などに対する安全性の

計算を記した構造計算書を偽造していたことを公表したこと

に始まる一連の事件。 

 地域コミュニティ 地域住民が生活している場所，すなわち消費，生産，労働，

教育，衛生・医療，遊び，スポーツ，芸能，祭事に関わり合

いながら，住民相互の交流が行われている地域社会，あるい

はそのような住民の集団。 

 中間検査 安全な建物を実現するために工事の中間段階で検査を実施

し，基準を満たしていることを確認する検査。 

建物の構造の安全性を事前に確認するのが主な目的。 

 定期報告 特殊建築物を対象（用途，床面積により対象設定）として，

建築物の所有者又は管理者が，敷地，構造，防火，避難及び

衛生の状況について検査を行い，定期的（用途別に３年毎）

に特定行政庁に報告を行うもの。 

建築基準法第１２条１項又は３項に基づく制度。 

 伝統構法 柱，梁(はり)等の主要構造部が木材で造られており，貫(ぬ

き)，差し(さし)鴨居(がもい)又は土壁等が多く用いられてい

る木造軸組構法。京町家等に代表される，主に戦前に建築さ

れた建築物に用いられている。 

壁の多くが土壁で，壁に筋かいがない，土台は敷設されて

いないといった特徴がある。 

 特殊建築物 学校（専修学校及び各種学校を含む。以下同様とする。），

体育館，病院，劇場，観覧場，集会場，展示場，百貨店，市

場，ダンスホール，遊技場，公衆浴場，旅館，共同住宅，寄

宿舎，下宿，工場，倉庫，自動車車庫，危険物の貯蔵場，と

畜場，火葬場，汚物処理場その他これらに類する用途に供す

る建築物。戸建住宅，事務所などは特殊建築物に含まれない。

建築基準法第２条２項で定められたもの。 

 都心４区 上京区，中京区，東山区，下京区 

細街路 

狭あい道路 その他の細街路 
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 用 語 解 説 

は行 ハザードマップ 災害予測図，危険範囲図，災害危険箇所分布図ともいい，

洪水，土砂災害，津波によって想定される浸水状況などの被

災状況やそれら災害時における避難場所，避難ルートなどの

防災情報を盛り込んだ地図。 

通常は，過去の災害の解析に基づき，地形・地質・植生・

土地利用等の条件により危険度を判定し，危険度のランク付

けがなされている。 

 防火対象物 消防法施行令別表第１(１)項から(１６の３)項までに掲げ

る延べ面積１５０㎡以上のもの，及び(１７)項から(２０)項

までに掲げる用途の建築物。 

ま行 密集市街地 都心部周辺において，戦後の人口急増期に形成された市街

地で，倒壊危険性の高い老朽木造住宅が狭い敷地に数多く存

在し，道路・公園等の整備も不十分であることから，災害危

険性が高い地区。 

英字 ＮＰＯ Ｎｏｎ―Ｐｒｏｆｉｔ Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ（民間非

営利組織）の略。営利を目的とせず，社会貢献活動を行って

いる民間の事業体。 

現在，日本では民間の非営利団体，その中でも特に市民が

主体となって社会貢献活動を行っている団体を指して NPO と

呼ぶことが多い。 

ＮＰＯ法に基づく「特定非営利活動法人」を示す場合と，

任意団体などを含めた広い意味での民間非営利組織を示す場

合がある。 
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